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1．地域の活性化 

今日におけるわが国の情勢をみてみると、少子・高齢化の進展が加速していることから

も、将来にわたる著しい経済成長は望めないことが予想されます。このような中、地域経

済の発展は、これからの日本経済全体にとって重要な課題であるとともに、地域において

も、地域活性化は重要な取組みであるとの認識は高まり、地方公共団体や地域住民、企業

などが、その特色に応じた活性化方策を講じ、様々な検討や取組みを行っています。 

そこで、道路本体やそれらを取り巻く環境等（高速道路本体の活用、休憩施設の活用、

民間事業者による道路の維持管理、地域の有する観光資源の活用）を活用しつつ、地域の

魅力を向上させるために取組んでいる地域の先進事例を抽出・分析するとともに、今後の

これらの取組を推進するための支援方策を提案します。 

 

表 1-1 道路に関連した地域活性化への取組み状況等 

分類 取組事例 関連する民間事業者 推進主体 制度等 

高速道路本

体の活用 

スマート IC 整備 
地方公共団体 
高速道路会社 

国土交通省 
高速道路利

便増進事業 

ハイウェイ・オアシス
高速道路会社 
国・地方公共団体 

公園管理者 
高速道路会社 
国土交通省 

建設管理協

定の締結 

地域と高速道路会社に

よる観光 PR 
地域 

地方公共団体 
高速道路会社 

包括的業務

協定等 

休憩施設の

活用 

道の駅 
駐車場隣接商業施設

等 
国土交通省 

道路局長に

申請後、登録

スマート PA（仮称） 民間商業施設等 首都高 実験 
路外パーキング 駐車場提供者 阪神高速 社会実験 
SA/PA 事業 民間商業施設等 高速道路会社 賃貸契約 
SA/PA 拡充方策 民間商業施設等 部会提案 ― 
高速道路乗継システム 民間商業施設等 部会提案 ― 

民間事業者

による道路

の維持管理 
エリアマネジメント 

・汐留シオサイト 
・高松丸亀町商店街

・まちづくり松山 

・地権者等 
・商店組合 
・株式会社 

管理契約等 

地域の有す

る観光資源

の活用 

日本風景街道 
日本風景街道パート

ナーシップ（地域住

民、NPO 等） 
国土交通省 

風景街道地

方協議会へ

登録 
観光資源活用トータル

プラン 
観光協会、NPO 法

人、商工会議所等 
高速道路交流

推進財団 
選考委員に

よる審査 
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(１) 高速道路本体の活用 

高速道路は、国民のモビリティの広域化に貢献し、物流の基幹的役割も果たすなど、国

民の生活の向上や社会・経済活動の基盤として最も重要な社会資本の一つであり、昭和 38

年の初開通以来、広域ネットワークの形成が着実に整備されてきました。 

高速道路の整備効果のひとつに、移動時間の短縮や大量輸送を可能とすることで、地域

への経済的な効果があります。特に、地域に IC 整備された場合には、企業の立地や工業団

地の立地、大型店舗の出店等による雇用の創出、地方税の増収、土地取引の活性化により

固定資産税等の増収などの効果が見込まれます。さらには、地域資源（温泉・スキー場等）

を活かした観光・地域振興施設へ観光客の増加など、交通アクセスの向上によって、他地

域からの人口の流入など、様々な効果が見込まれることとなります。これらのことから、IC

整備は、効率的なアクセスの確保、企業立地をはじめとした地域経済の浮揚、雇用創出の

促進など、地域活性化の効果の高い施設であるといえます。したがって、IC 整備は、地域

活性化に寄与することから、今後の合理的・円滑な整備のためには、既存の負担者や負担

方式だけではなく、受益を得る者の負担によるスマート IC 整備など、民間活力の活用を図

ることのできる方策やその支援方策について検討を行うことが必要となります。 

また、高速道路の活用によって地域活性化への貢献が果たされるためには、当然のこと

ですが、利便性の向上等を図り、多くの人に使われることが必要です。このためには、高

速道路会社だけではなく、地域との連携を図りながら、協働で観光情報を提供するなどの

取組みが必要となることから、今後の取組みを推進するための方策について検討を行いま

した。 

 

１）スマート IC 整備事業について 

わが国の高速道路における IC 整備は、国土開発幹線自動車道建設会議（国幹会議）の議

を経て決定された整備計画に基づき設置されており、IC 配置計画にあたっては、交通条件、

社会条件、自然条件を総合的に勘案して計画するものとされています。 

これまでの IC 整備について、本線の計画と同時に計画的に整備が進められてきた IC に

加えて、経済状況や社会や地域ニーズの変化に対応して、追加 IC（請願 IC、開発 IC、地

域活性化 IC、スマート IC）整備が進められてきました。 

追加 IC であるスマート IC は、平成 16 年より、円滑な導入を図るため、整備箇所におけ

る導入の効果及び整備、運営上の課題等の把握を目的とした社会実験により実施され、既

存の SA/PA 及び本線に接続する形で整備が進められてきました。利用車両が限定（ETC を

搭載した車両に限定）されているため、簡易な料金所の設置で済み、また、料金収受員の

配置が不要であるため、従来の IC と比べると比較的低コストで整備することができること
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から、整備費用の縮減や運営経費の低減を図ることができる IC とされ、平成 18 年度に本

格導入されました。 

スマート IC 整備は、地方公共団体の発意によって進められ、民間事業者による発意は、

現在のところは認められていません。整備の際には、設置を予定している IC 毎に、連結道

路管理者、関係する地方公共団体、会社、地方整備局若しくは北海道開発局又は沖縄総合

事務局、その他の関係機関、学識経験者等により構成される地区協議会を設置することと

されており、主に、以下についての検討・調整を行います（スマート IC 制度実施要綱）。

また、地区協議会は、当該 IC が供用後も継続して、その社会便益・安全性・採算性・運営

形態等について定期的にフォローアップし、必要に応じて見直すこととされています。 

 当該 IC の社会便益 

 当該 IC 及び周辺道路の安全性 

 当該 IC の採算性 

 当該 IC の構造及び整備方法 

 当該 IC の管理・運営方法（開放時間の制限及び利用車種の制限も含む） 

 広域的検討結果の反映 

 その他当該 IC の設置・管理・運営する上で必要な事項 

  

・高速道路区域から既設の一般道路までの間に存在する道路本体

・道路付属物等の整備及び管理
連結道路管理者Ａ

・高速道路の区域内の道路本体及び道路付属物等の整備及び管理

（整備後に資産及び債務を日本高速道路保有・返済機構に引き渡す）

高速道路会社

（⇒機構）
Ｂ

・料金徴収施設の整備及び管理・運営高速道路会社Ｃ

ＩＣ及び料金徴収施設の事業区分

・高速道路区域から既設の一般道路までの間に存在する道路本体

・道路付属物等の整備及び管理
連結道路管理者Ａ

・高速道路の区域内の道路本体及び道路付属物等の整備及び管理

（整備後に資産及び債務を日本高速道路保有・返済機構に引き渡す）

高速道路会社

（⇒機構）
Ｂ

・料金徴収施設の整備及び管理・運営高速道路会社Ｃ

ＩＣ及び料金徴収施設の事業区分

スマートＩＣ（SA・PA接続型） 概略図

駐車場

A 既
設
の
一
般
道
路事業区分境

・ETC機器

・前方退出路等

会社又は機構用地

B

※ 高速道路の区域内に高速道路本線との立体交差施設を設置する場合、
その事業区分については、連結道路管理者と会社が協議の上、定めるものとする。

Ｃ：料金徴収施設

高速道路本線

A既
設
の
一
般
道
路

事業区分境 B

・ETC機器

・前方退出路等

Ｃ：料金徴収施設

スマートＩＣ（本線直結型） 概略図

 

図 1-1 スマート IC 概略図 

 

（i）合理的・円滑な追加 IC 整備について 

スマート IC を含む追加 IC は、高速道路への効率的なアクセスが確保され、企業立地

をはじめ地域経済の浮揚、雇用創出が促進されるだけでなく、周辺道路の渋滞緩和効果

もあり、道路管理の上でも有用な施設です。 

一方、地域活性化を図ることを課題とする地域が多くあり、その方策についての検討

が多角的に行われているところですが、高速道路上に出入口が増加すれば、これまで IC

のなかった市町村などでも、高速道路を活用した地域活性化効果が期待できます。 

このように、追加 IC は、地域活性化への貢献度が高い施設であり、現在、高速道路で



 48

は、平成 33 年 3 月 31 日までに、全国で 79 箇所（東日本 25 箇所、中日本 32 箇所、西

日本 21 箇所、本四 1 箇所）を整備することを目標としている（平成 26 年 3 月 14 日現在

の各社の高速道路利便増進事業に関する計画による）ことから、整備については、合理

的・円滑に進められる必要があります。 

 

①新たな整備費用の負担方策の検討 

追加 IC のひとつであるスマート IC は、既存の SA/PA 及び本線に接続する形で整備さ

れていますが、新たに整備される IC近隣に工業団地や商業施設が立地している場合には、

特定の企業や施設に受益が発生する可能性があります。例えば、工業団地の近傍にある

亀山 PA スマート IC（三重県亀山市）、大型商業施設駐車場に隣接する遠州豊田 IC（静

岡県磐田市）においては、工業団地に立地している企業や大型商業施設が、少なからず

便益を受けているものと推測することができます。しかしながら、整備費用負担に関し

ては、便益の有無に関わらず、民間事業者による負担は想定されておらず、高速道路会

社及び地方公共団体によって負担されています。実際の整備費用をみてみると、亀山 PA

スマート IC においては約 10 億円、遠州豊田スマート IC においては約 14 億円で整備さ

れ、高速道路会社及び地方公共団体にる費用負担がされています。 

今後、既存ストックを活用し、効率的な整備を目指す 79 箇所のスマート IC 整備では、

IC 整備により直接便益を享受する者（民間事業者等）による費用負担方策を講じること

も合理的・円滑に整備が進められていくための方策のひとつであると考えます。また、IC

は、整備後の管理・運営費も高速道路会社の負担となりますが、管理・運営費の抑制も

検討するとともに、今後は、開発により利益が生じた高速道路会社以外の民間活力を活

用することや、整備費用の一部負担を地方公共団体が担う方策を検討する必要がありま

す。 

そこで、便益を受けるものが特定者である場合や、新たな IC 整備によって受益を受け

たいと考える民間事業者がスマート IC 整備費用の一部負担することが可能となれば、合

理的・円滑な整備が進むものと考えます。 

 

IC整備概算額（亀山スマートIC）

中日本高速
道路会社

50%

三重県
1%

亀山市
33%

国
16%

国

三重県

亀山市

中日本高速道路会社

IC整備概算額（遠州豊田スマートIC）

国, 29.8%

磐田市, 1.4%

中日本高速
道路会社,

68.8%

国

磐田市

中日本高速道路会社

図 1-2 スマート IC 整備に関する負担割合 
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表 1-2 スマート IC 整備にかかる費用について（※社会実験中における国による整備費用負担額を含む） 

IC 名 整備費用（全体） 
高速道路会社が負担した 

整備費用 
亀山 PA スマート IC 約10億円 約6.5億円※ 
遠州豊田スマート IC 約14億円 約14億円※ 

 

②特定の受益を受けていると考えられる施設（民間事業者） 

便益を受けるものが特定者である場合や、新たな IC 整備によって受益を受けたいと考

える民間事業者によってスマート IC 整備費用の一部負担をすることが可能となれば、合

理的・円滑な整備が進むものと考えられることから、IC 整備によって特定の受益を受け

ていると考えられる施設及び想定される受益について、前述の工業団地近隣への IC 整備

（亀山 PA スマート IC）と大型商業施設駐車場に近接した IC 整備（遠州豊田スマート IC）

という 2 つの事例を用いて紹介します。 

 

（a）工業団地近隣への IC 整備【例：亀山 PA スマート IC（東名阪自動車道）】 

（想定される整備主体：デベロッパー、当該工業団地への進出企業など） 

平成 17 年 12 月 17 日より、東名阪自動車道亀山 PA にスマート IC が設置されました

（社会実験）。その後、スマート IC の社会的認知度があがるにつれ、利用者が順調に増

加したこともあり、本格導入に向け「亀山 PA スマート IC 地区協議会」が設立されまし

た。平成 19 年 1 月 31 日、国に連結許可の申請を提出し、平成 19 年 3 月 16 日に連結許

可がされ、平成 19 年 4 月 1 日から本格導入に移行しています。 

亀山 PA スマート IC は、名阪亀山・関工業団地（開発主体：亀山市土地開発公社）及

び亀山・関テクノヒルズ（開発主体：住友商事株式会社）に近接しており、当該地域へ

の物流・通勤交通による国道 1 号の車両の交通分散を図り、一般道ならびに高速道路の

利便性を向上させ、渋滞緩和を図るとともに産業の振興に資するため連結が必要とされ

ました。2 つの工業団地が隣接していますが、先に亀山市土地開発公社により造成された

名阪亀山・関工業団地は、IC 整備前にほぼ分譲が完了していました。したがって、後に

開発された亀山・関テクノヒルズについては、IC 整備直後からの企業進出が相次ぎ、IC

整備による企業進出が進んだものと推察できます。 

また、民間事業者等が IC 近傍にある工業団地へ進出した場合には、物流の効率化を図

ることができ、製造品出荷額の向上が見込まれます。亀山市においては、工業製品の出

荷に関する製造品出荷額についての推移から IC 整備効果を図ったところ、工業団地の分

譲開始までは、ほぼ全国水準と同様の推移をしてきましたが、分譲の翌年には約 80%増

であるとともに、その後も著しい伸びを示しました。このことから、工業団地の造成が

行われた近隣に IC が整備されることにより、当該地域の製造品出荷額が伸びる傾向がう

かがわれます。 
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表 1-3 亀山市における製造品出荷額等 
製造品出荷額 （単位　万円）

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8
全国 32,337,260,296 34,083,463,439 32,952,063,930 31,119,947,932 29,902,736,881 30,602,955,890 31,306,838,549
亀山市 33,528,898 36,501,635 34,878,711 33,030,875 30,928,882 32,054,705 33,824,643

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15
全国 32,307,183,085 30,583,999,157 29,144,955,413 30,047,760,377 28,666,740,567 26,936,180,544 27,373,443,638
亀山市 36,626,291 34,042,535 34,129,814 34,574,048 35,886,833 34,064,580 34,505,037

H16 H17 H18 H19 H20
全国 28,347,571,789 29,534,554,252 31,483,462,133 33,675,663,493 33,557,882,536
亀山市 59,565,631 78,952,176 87,667,724 109,204,797 138,431,396  

 

 
製造品出荷額とSIC交通量の推移（亀山市）
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亀山市
全国

H19.4 亀山PAｽﾏｰﾄIC本格運用開始

H16.4 亀山関テクノヒルズ分譲開始

      シャープ等操業開始

H17.1 市町村合併

H17.12 社会実験開始

（H2を100とした場合

：製造品出荷額） （台：IC交通量）

 
図 1-3 亀山市における製造品出荷額等とスマート IC 交通量の推移 

 

表 1-4 亀山・関テクノヒルズ概要 

亀山・関テクノヒルズ 
開発主体 住友商事株式会社 
所在地 三重県亀山市 

開発面積 

約147ha  
（内訳）：産業用地：約103ha(約70%) 

道路：約11ha(約8%) 
公園・広場・緑地：約22ha(約15%) 
その他：約11ha(約7%) 

沿  革 
平成元年10月 構想着手 
平成10年11月 第1工区の計画承認 
平成14年4月 造成開始 
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表 1-5 名阪亀山・関工業団地概要 

名阪亀山・関工業団地 
開発主体 亀山市土地開発公社 
所在地 三重県亀山市 
開発面積 約82.2ha 

沿  革 
昭和60年8月 名阪亀山・関工業団地開発協定締結 
平成元年 造成工事完了 
平成 2年2月 竣工式 

 

表 1-6 亀山・関テクノヒルズにおける主な進出企業 

操業時期 会社名 敷地面積 建築面積 延床面積 構造種類 
H15.11 ユーテック㈱ 約30,400㎡ 約17,350㎡ 約31,800㎡ 鉄骨造2階建 

H16.1 
凸版印刷㈱ 
（三重工場） 

約99,200㎡ － 約54,500㎡ － 

H16.1 
シャープ㈱ 
（第1工場） 

約330,400㎡

約66,400㎡ 約240,000㎡ 鉄骨造5階建 

H18.8 
シャープ㈱ 
（第2工場） 

約82,300㎡ 約279,100㎡ 
鉄 骨 造 3 階 建

（一部7階建） 
H18.12 丸一㈱ 約21,700㎡ 約5,050㎡ 約9,550㎡ 鉄骨造3階建 
H19.6 中部電力㈱   
H19.11 富士運輸㈱   

H19.11 
㈱カワキタエク

スプレス 
  

H20.7 
東海西部運輸

㈱ 
  

H20.9 
日本トランスシ

ティ㈱ 
58,000㎡ 9,000㎡ 地上2階建 

H19.8※ ㈱赤福     
H20.9※ 福田三商㈱     
H20.9※ ㈲清水製作所     
H24.4※ ㈱山西     

※ 進出決定 

表 1-7 名阪亀山・関工業団地における主な進出企業 

立地年度 操業年度 事業所名 業種

S61 H2 （株）ジェイテクト亀山工場 一般機械器具製造業

S62 S64 ダイシン工業（株）鈴鹿工場 金属製品製造業

S63 H3 （株）エフテック亀山事業所 輸送用機械器具製造業

S63 H2 住友金属鉱山シポレックス（株）三重工場 窯業・土石製品製造業

S64 S64 三重シポレックスサービス（株） その他

S64 H2 セメダイン（株）三重工場 化学工業

H8 H9 不二精工（株）亀山工場 製造業

H8 H10 八千代工業（株）亀山事業所 輸送用機械器具製造業

H13 H13 光洋熱処理（株）亀山工場 金属製品製造業

H15 H16 （株）ロジックス亀山ＳＭＣ こん包業

H17 H18 （株）ユーパック 段ボール製造業  

社
会
実
験
開
始

本
格
運
用
開
始
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図 1-4 亀山 PA スマート IC 位置図 

資料：中部地方整備局 HP 

 

 

図 1-5 名阪亀山・関工業団地 図 1-6 亀山・関テクノヒルズ 

資料：亀山市 HP 

 

（b）大型商業施設駐車場に近接した IC 整備【例：遠州豊田スマート IC（東名高速道路）】 

（想定される整備主体：デベロッパー、商業施設運営事業者など） 

遠州豊田スマート IC は、磐田市に位置し、磐田 IC（開発 IC）から約 1.8 ㎞、浜松 IC

から約 4.8 ㎞の距離にあります。平成 21 年度出入交通量は約 2,600 台であり、他のスマ

ート IC に比べると、交通量が多い IC となっています（平成 21 年度第 5 位）。 



 53

遠州豊田スマート IC は、スマート IC を有効活用した工業・商業施設の誘致による地

域経済の活性化、雇用の創出、磐田市街地～浜松市街地間の所要時間の短縮（利便性の

向上）、国道 1 号等天竜川渡河部における渋滞緩和・解消にむけた交通分散を目的として

整備されました。 

 

（ア）事業経緯 

平成 16 年 7 月 29 日遠州豊田 PA スマート IC 社会実験協議会が設置され、平成 17 年

1 月 11 日より 3 回にわたる社会実験を経て、平成 19 年 4 月 1 日より本格運用されまし

た。平成 20 年 11 月 1 日～平成 21 年 3 月 16 日までの間、大型車の通行制限を解除する

ための改良工事で一時閉鎖されましたが、平成 21 年 3 月 17 日より、12m 以下の大型車

の通行が可能となりました。また、平成 21 年 7 月には、遠隔運用を片側（下り線）で集

約試行後、平成 22 年 5 月から磐田 IC において上下線の遠隔運用が開始されました。 

磐田市遠州豊田 PA 周辺土地区画整理事業と一体となって整備されましたが、当該 PA

は、磐田 IC（開発 IC、平成 11 年 4 月供用）を整備するため、従前の磐田原 PA に代わ

る PA として平成 9 年 6 月 1 日に供用されたものです。 

土地区画整理事業については、平成 14 年 1 月組合設立準備委員会が発足しましたが、

地権者の総意がまとまらず、本格的に動きだせずにいたなか、事業主体である磐田市（当

時は豊田町）が、面的整備をすることによって、商工業団地の造成・企業誘致をし、ス

マート IC の設置効果が最大限発揮されるとする地域再生計画「パーキングエリアを活用

した地域経済の雇用の創出」を策定し、平成 16 年 6 月内閣総理大臣の認定を受け、事業

が本格的にスタートするに至りました。組合員の同意率 87.8％をもって土地区画整理事

業組合設立され、平成 18 年には、当該地区への進出企業のすべてが決定しました。商業

街区については、磐田市主催の提案競技にて大型商業施設であるららぽーと磐田に決定

し、また、工場用地における進出企業については、28 社の希望社があったなか、市にお

ける選定委員会にて 14 社に決定されることとなりました。このうちの 13 社が操業を開

始しています。 

当該地域における商工業団地の開発は、計画から 20 年の歳月を費やしましたが、組合

理事長に町職員 OB が就任するなど、地元の開発意欲とともに、地域再生計画の認定が

契機となり、IC 整備とともに周辺の開発が進みました。 
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図 1-7 遠州豊田スマート IC 位置図 

資料：中日本高速道路株式会社 

 

表 1-8 平成 21 年スマート IC 出入交通量（上位 10 位） 

1 関越道 吉岡町 H18.10.1  駒寄スマートIC 5,200 町道

2 東北道 仙台市泉区 H19.4.1  泉PAスマートIC 4,600 県道、市道

3 九州道 須恵町 H18.10.1  須恵スマートIC 4,200 町道

4 関越道 三芳町 H18.10.1  三芳スマートIC 3,400 町道

5 東名 磐田市 H19.4.1  遠州豊田スマートIC 2,600 市道

6 常磐道 水戸市 H21.4.1  水戸北スマートIC 2,500 国道

7 常磐道 笠間市 H18.10.1  友部SAスマートIC 2,400 市道

8 北陸道 富山市 H21.4.1  流杉スマートIC 2,400 市道

9 上信越道 小布施町 H18.10.1  小布施スマートIC 2,100 町道

10 山陽道 廿日市市 H21.4.1  宮島スマートIC 2,100 市道

道路名
開通時期

（本格導入）
所在地

交通体系
（接続道路）当該IC 出入交通量

 

資料：国土交通省 
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図 1-8 遠州豊田スマート IC 事業経緯 

資料：中日本高速道路株式会社 

 

 

図 1-9 遠州豊田 PA 周辺土地区画整理事業概要 

約10億円（調整池、都計道、埋文 ほか）まち交対応

商工業団地造成目的のため未策定将来人口計画

住居2.0ha 工業30.3ha 商業9.8ha土地利用計画

44.95％（公共7.99% 保留地36.96%)減歩率

4,768,678千円（保留地処分金 約46億円）総事業費

当初148人 同意率87.8％ （解散時25名）組合員数等

H17年度～H22年度（H17.9.9設立認可）施行期間

４２.1ha施行面積

遠州豊田PA周辺土地区画整理組合施行者

約10億円（調整池、都計道、埋文 ほか）まち交対応

商工業団地造成目的のため未策定将来人口計画

住居2.0ha 工業30.3ha 商業9.8ha土地利用計画

44.95％（公共7.99% 保留地36.96%)減歩率

4,768,678千円（保留地処分金 約46億円）総事業費

当初148人 同意率87.8％ （解散時25名）組合員数等

H17年度～H22年度（H17.9.9設立認可）施行期間

４２.1ha施行面積

遠州豊田PA周辺土地区画整理組合施行者

 

資料：磐田市 
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表 1-9 遠州豊田 PA 周辺土地区画整理事業経緯 

１４．１ 組合設立準備委員会発足

１６．６ 地域再生計画認定（内閣総理大臣）

１７．４ 農業振興地域除外、市街化区域編入

１７．９ 遠州豊田PA周辺土地区画整理組合設立

１８．１ 埋蔵文化財調査着手（19.3調査完了）

１８．４ 茶他補償契約締結（5月茶他伐開工事開始）

１８．６ 工事着手（住宅移転先造成、調整池 等）

１８．８ 商業街区三井不動産進出内定

１８．１１ 進出企業内定（工場１４社）

１９．１０ 仮換地指定

１９．１０ 分譲開始 （地権者と企業・２０．７契約完了）

２１．６ 保留地分譲完了

２１．１１ 換地処分公告

２２．３ 組合解散（解散総会 ２月２１日）
 

資料：磐田市 

 

青山特殊鋼㈱１１

ゼンウェルオーダード㈱１２

三井不動産㈱（ららぽーと磐田）１８

㈱クア・アンド・ホテル１７

㈱静岡県貨物１６

平野建設㈱１５

㈱コーリツ１４

㈱久野金型製作所１３

㈱遠州米穀１０

㈱静岡産業社９

㈱ヤマイチプライメタル８

㈱ライト７

㈱エフワイケー６

㈱テクノモーターエンジニアリング５

㈲アオヤマ精工４

㈱大光製作所３

㈱山田２

東海精機㈱１

企 業 名№

青山特殊鋼㈱１１

ゼンウェルオーダード㈱１２

三井不動産㈱（ららぽーと磐田）１８

㈱クア・アンド・ホテル１７

㈱静岡県貨物１６

平野建設㈱１５

㈱コーリツ１４

㈱久野金型製作所１３

㈱遠州米穀１０

㈱静岡産業社９

㈱ヤマイチプライメタル８

㈱ライト７

㈱エフワイケー６

㈱テクノモーターエンジニアリング５

㈲アオヤマ精工４

㈱大光製作所３

㈱山田２

東海精機㈱１

企 業 名№

 

図 1-10 遠州豊田 PA 周辺土地区画整理事業進出企業 

資料：中日本高速道路株式会社 
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（イ）スマート IC 整備による効果 

商業施設の立地があったスマート IC については、地域住民等の消費活動が活発化する

ことによる小売販売額の上昇が見込まれます。大型商業施設のららぽーと磐田へ直接出

入することができる遠州豊田スマート IC が位置する磐田市に関しては、平成 19 年の開

業であるため調査時点では統計値が得られませんでしたが、各調査年度ともに全国平均

を上回り、また平成 3 年の水準を上回るものとなっており、地域住民等の消費活動が活

発化することによる小売販売額の上昇が見込まれます。 

 

表 1-10 磐田市における小売販売額

小売業販売額 （単位　百万円）
H3 H6 H9 H11 H14 H16 H19

全国 142,291,133 143,325,065 147,743,116 143,832,551 135,109,295 133,278,631 134,705,448
磐田市 129,429 138,541 139,169 147,948 138,577 133,673 141,722  

 

小売販売額とSIC交通量の推移（磐田市）

0

50

100

150

200

H3 H6 H9 H11 H14 H16 H19

0

300

600

900

1,200

遠州豊田SIC

磐田市

全国

H19.4 遠洲豊田ｽﾏｰﾄIC本格運用開始

H20.11 遠洲豊田ｽﾏｰﾄIC改良工事による一時閉鎖

H21.3 遠洲豊田ｽﾏｰﾄIC運行再開

H21.6 ららぽーと磐田開業

H17.4 市町村合併（H3を100とした場合

：小売業販売額） （台：IC交通量）

 

図 1-11 磐田市における小売販売額と SIC 交通量の推移 

 

（ウ）スマート IC 整備に伴う交通量推移について 

地域再生計画「パーキングエリアを有効に活用した地域経済の活性化と雇用の創出」

において、スマート IC 設置による効果として、通勤時間・移動時間の短縮（所要時間平

均 11 分短縮）、渋滞の緩和（渋滞が 3km から 1km に減少）、企業誘致への優位性の向上

（納品時間の短縮及び正確性の向上）、地域の活性化、財政力強化、雇用の創出（大型商
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業施設集客予測：年 900 万人（レジ客：年商 220 億）、入浴施設付きビジネスホテル（約

300 室）、進出工場：16 社（約 22ha（既存企業 2 社））、全体の雇用：約 2,700 人（税収

約 5 億円／年））が見込まれました。 

出入交通量については、本格運用開始前後においては、遠州豊田スマート IC～磐田 IC

間の休日交通量は約 3 割増となりました。これは、ETC 休日特別割引が平成 21 年 3 月

28 日から実施された影響もありますが、平成 21 年 6 月のららぽーと磐田の影響を強く

受け、開業後は休日の利用が平日を上回り、休日においては 5 倍、平日においても 8 割

増と、利用交通量は全体的に増加傾向にあります。 

時間別交通量について、ららぽーと磐田の開業前は、朝夕の通勤時間帯における利用

が多くありましたが、ららぽーと磐田の開業後は、営業時間中の利用が顕著に現れてい

ます。また、休日において、その影響を強く受けています。 

隣接する磐田 IC を含めて交通量の推移をみてみると、改良工事などによりスマート IC

の閉鎖期間中は磐田 IC への利用が移りましたが、改良後の本格運用開始以後、磐田 IC

の交通量が約 200 台減少したものの、磐田 IC 及び遠州豊田スマート IC の交通量が 1,500

台/日増しており、地域へ大きく寄与しています。 

 

地域再生計画「パーキングエリアを有効に活用した地域経済の活性化と雇用の創出」

○スマートＩＣ設置による効果

○ 通勤時間・移動時間の短縮 （所要時間平均１１分短縮）

○ 渋滞の緩和 （渋滞が３Kmから１Kmに減少）

○ 企業誘致への優位性の向上

（納品時間の短縮及び正確性の向上）

○ 地域の活性化、財政力強化、雇用の創出
★大型商業施設 集客予測 年９００万人 年商２２０億
★入浴施設付きビジネスホテル（約３００室）
★進出工場 1６社 約２２ha （既存企業２社）
★全体の雇用 約２７００人 税収 約５億円／年

パーキングエリアは、高速道路の休憩所としての機能が主
であり、地域にはほとんどメリットがない施設である。しかし、
スマートＩＣを設置することにより、高速道路への出入りが可
能となり、その周辺の交通機能が飛躍的に向上する。

土地区画整理事業による面的整備により、商工業団地を造
成し企業を誘致することにより、スマートICの設置効果が最

大限発揮される。

遠州豊田ＰＡ

○スマートＩＣの設置

○面的整備と企業誘致

■遠州豊田ＰＡの活用

土地区画
整理事業

上りスマートIC

下りスマートIC アクセス道路

都市計画道路

 
図 1-12 地域再生計画概要 

資料：磐田市 
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図 1-13 遠州豊田スマート IC 交通量推移１ 

資料：中日本高速道路株式会社 

 

 

図 1-14 遠州豊田スマート IC 交通量推移２ 

資料：中日本高速道路株式会社 
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図 1-15 遠州豊田スマート IC 交通量推移３ 

資料：中日本高速道路株式会社 

 

（ii）地方公共団体における便益について 

IC が位置する地方公共団体においては、工業団地の造成や商業施設誘致により、企業

進出による雇用の創出などによる市町村税を含む地方税収額の増収や、企業立地による

固定資産税の増収が見込まれるものと考えられます。このことから、IC 整備による地方

公共団体における便益についての分析を行いました。 

地方税収入額から IC 整備効果についてみてみると、平成 2 年を 100 とした指数による

推移より、特に効果が顕著であった亀山 PA スマート IC の位置する亀山市については、

亀山・関テクノヒルズが分譲されてから、平成 2 年比で 150%を超え、その後スマート IC

社会実験が開始されてからは 200％、また、スマート IC の本格運用後には 250%を超え

る推移となり、全国水準の倍以上となっています。このことから、工業団地の造成と一

体となって追加 IC が整備されたことで、一定の整備効果があらわれています。 

また、固定資産税から IC 整備効果についてみてみると、亀山 PA スマート IC が位置

する亀山市においては、H2 から全国を上回る推移をしていますが、特に亀山・関テクノ

ヒルズが分譲されてから急激に増加しています。分譲後の平成 14 年に約 200%を超え、

平成 19 年スマート IC が本格運用されると、500%を超える推移を示しました。工業団地

が造成されたことで建築物が増え、そのため固定資産税の推移が上昇したものと考える

ことができます。 
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地方税収額とSIC交通量の推移（亀山市）
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図 1-16 亀山市における地方税収額と SIC 交通量の推移 
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図 1-17 亀山市における固定資産税額と SIC 交通量の推移 
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（iii）民間活力の活用における課題等 

スマート IC は、高速道路区域であることから、民間事業者によって整備費用の一部負

担が行われた場合でも、現行法上では、道路管理者でない民間事業者が所有者となるこ

とはできません。したがって、整備後は、料金所部分は高速道路会社、その他の高速道

路部分は独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、取付道路等は当該道路の道路

管理者（地方公共団体など）に帰属することとなります。この場合に、融資による支援

を考えると、担保となる物件がないことから、無担保融資となる可能性が生じます。し

たがって周辺開発等と一体となるようなプロジェクトを組むことにより、プロジェクト

ファイナンス等の事業スキームを取り入れるなど、回収スキームには工夫が必要です。 

また、民間事業者の発意によるスマート IC 整備を行うためには、地域との連携が必要

となることから、地区協議会など、意見交換の場への参画が必要となります。そこで、

スマート IC 整備の際の地区協議会について、56 箇所において構成メンバーを整理したと

ころ、スマート IC 制度実施要綱に記載されている、連結道路管理者、関係する地方公共

団体、高速道路会社、地方整備局若しくは北海道開発局又は沖縄総合事務局については、

すべての地区協議会において参加がされていましたが、民間事業者（株式会社）の意見

を取り入れ意見交換をしている地区協議会は 8 箇所（参加率 16%）にとどまっていまし

た。スマート IC 整備に、整備費用の一部負担など、民間活力の活用を考えていく場合に

は、地域との協力が不可欠となります。また、負担割合や社会便益等の協議が必要にな

ることから、地区協議会等を活用し、民間事業者の積極的な意見を取り入れことが必要

です。 

 

国及び地方公共団体

100%

協議会への参加率

（n=56）

 

高速道路会社

100%

協議会への参加率

（n=56）

警察

66%

34%

協議会への参加率

（n=56）

商工会

73%

27%

協議会への参加率

（n=56）

 

大学

14%

86%

協議会への参加率

（n=56）

株式会社

16%

84%

協議会への参加率

（n=56）

図 1-18 関係者の地区協議会参加率 
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表 1-11 地区協議会に参加している民間事業者 

スマート IC 名 企業名 事業等 
寒河江 SA ㈱チェリーランドさがえ レストラン経営、物産品の販売等 

小布施 
㈱ア・ラ・小布施 ホテル経営、観光案内所運営等 
㈱小布施ハイウェイオアシス レストラン経営、物産品の販売等 

佐久平 佐久平尾山開発㈱［三セク］ レストラン及びスキー場経営等 

東海 
三菱原子燃料㈱ 原子燃料の開発・設計、製造、販売 

日本原子力発電㈱ 
原子力発電所の建設、運転操作電気の供

給 
君津 PA ㈱マザー牧場 体験型牧場、物産品の販売等 

水戸北 
サテライト水戸 競輪場外車券売場 
ツインリンクもてぎ サーキット場 

成田 成田国際空港㈱ 空港管理等 

蓮田 PA※ 

東光電気㈱ 電力機器事業等 
積水化学工業㈱ 住宅事業等 
㈱エルビー 清涼飲等の製造及び販売 
東京積水工業㈱ ユニット住宅の組立・製造 

※PA 近隣工業団地立地企業 

 

（iv）支援方策（案）について 

亀山 PA スマート IC 及び遠州豊田スマート IC は、民間事業者自らの利便を高めてい

る施設であるとともに、事業者によっては集客力の向上などの一定の受益があることか

ら、地方公共団体や高速道路会社が整備したものを基盤として、利益を享受している施

設といえるため、立地そのものが支援になっていると考えることができます。しかしな

がら、このように受動的な受益を得るのではなく、新設・既存の事業所等の近隣にスマ

ート IC が整備されることで一定の利益の享受が見込まれれば、その民間事業者によって

スマート IC 整備の要望も出てくることと思われます。この場合の整備費用については、

受益を得る可能性のある民間事業者での一部負担が想定されることから、制度面及び費

用面における支援方策の検討を行いました。 

また、スマート IC 整備の立地等に関しては、高速道路会社や地方公共団等によって開

催する地区協議会において、地域周辺の希望する民間事業者も含め、意見調整や協議を

していくことも支援方策のひとつになると思います。 

 

①規制緩和 

各関係機関、地域との調整は不可欠でありますが、民間事業者の発意によってスマー

ト IC 整備が可能となれば、これまで整備の検討がされていなかった地域での整備が可能

となり、より一層の地域活性化につながることと思われます。このように、道路本体を

地域活性化に活かすことを考えた場合、民間事業者が積極的に関与することのできるス

マート IC 整備の推進が必要となってきますが、現行制度上では、民間事業者がスマート
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IC 整備を希望したとしても、整備することができないことが課題としてあげられます。 

これまでの民間事業者による IC 整備事例をとりあげると、平成元年以降に整備が進め

られてきた開発 IC（30 箇所）があります。開発 IC は、供用中または建設中の高速道路

の沿線において、都市開発事業、工業団地造成事業等の開発が行われる場合に、当該開

発事業者の負担によって IC を新設するものです。開発事業者においては、多大な IC 建

設費が必要であり、土地等の売却益などで費用負担をするものが多く見られました。ま

た、開発事業者の多くは、地方公共団体と民間が合同で出資・経営する第三セクターと

呼ばれる会社をつくり事業が行われてきましたが、会社が破綻するなど、償還計画に綻

びが生じた事例も少なくありません。これは、IC 建設費が多大であることのほかに、計

画策定当時と IC 建設時での社会経済情勢の変化などの影響のほか、開発事業者が多くの

費用を負担するという計画に無理があったのではないかと指摘された経緯もありました。

その後、ETC の普及により、従来の IC と比べると比較的低コストで整備することができ

るスマート IC 制度が創設されました。しかしながら、当該制度は、民間事業者の発意に

よって整備することのできないことから、民間事業者の発意によって整備することがで

き、また、整備費用の一部負担をすることのできるような規制緩和が図られれば、IC 整

備が促進され、民間事業者への支援につながるものと考えます。 

 

②低利融資 

規制緩和によって、民間事業者におけるスマート IC 整備が実現する場合、整備費用の

一部負担が考えられます。この場合、事業者が必要とする整備費用の負担金に対して、

低利融資という支援方策が考えられます。スマート IC 整備は、比較的安価に整備が可能

とされる IC ですが、中小企業単独での整備を想定することは難しく、事業者は比較的大

規模な事業者が想定されます。このことから、民間金融機関からの借入れる際の信用は

充分にあると思われますが、道路事業への貢献を鑑みると、低利融資の実現が支援方策

となりえます。スマート IC は、高速道路区域であることから、民間事業者によって整備

費用の一部負担が行われた場合でも、現行法上では、道路管理者でない民間事業者が所

有者となることはできません。したがって、整備後は、料金所部分は高速道路会社、そ

の他の高速道路部分は独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、取付道路等は当

該道路の道路管理者（地方公共団体など）に帰属することとなります。この場合に、融

資による支援を考えると、担保となる物件がないことから、無担保融資となる可能性が

生じます。したがって周辺開発等と一体となるようなプロジェクトを組むことにより、

プロジェクトファイナンス等の事業スキームを取り入れるなど、回収スキームには工夫

が必要です。 
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③出資・社債 

スマート IC 事業については、民間事業者の発意が認められていない制度であるため、事

業スキームがありませんが、仮に、民間事業者の発意によって整備費用の一部負担が可能

となった場合には、事業資金を調達しなければなりません。スマート IC 整備には、10 億円

程度の事業費が想定されるため、中小の事業者が参画する場合には、スマート IC 整備のた

めの特定目的会社が設立される可能性があります。そこで、このような特定目的会社の設

立に関して、出資・社債による資金提供が考えられます。ただし、工業団地造成事業者に

よる整備が行われる場合には、その事業規模が大きく、出資の規模も大きくなることが想

定されるため、事業規模を勘案した上で、出資・社債という支援が有効な手法であるかを

適宜判断していくことが必要です。 

 

④地区協議会等の活用 

民間活力の活用とともに地域の活性化に資するスマート IC 整備には、地区協議会等を

活用し、民間事業者の積極的な意見を取り入れることが必要です。民間事業者が地区協

議会へ参加している事例は多くありませんでしたが、受益を受けることが想定できる民

間事業者において、一部の費用負担がされる場合には、当該民間事業者を含めて、立地

条件、整備費用の負担割合、通行の対象とする車両の種類・時間制限の有無・通行可能

時期などの運用形態等について、十分な議論を行うことが必要となります。 

また、地区協議会は、整備後においても、周辺の開発状況等の変化に応じた利便性へ

の対応や、これに伴う運用形態、施設の更新等に費用の負担方策などについても検討の

場として活用できることから、供用後も定期的に開催されることが望ましく、そのため

には連絡体制の構築及び維持に努めることが必要となってきます。 

 

２）ハイウェイ・オアシス事業について 

ハイウェイ・オアシスとは、高速道路（高速道路株式会社が管理する高速自動車国道又

は自動車専用道路）の休憩施設と都市公園等を一体的に整備し、高速道路の利用者に潤い

のあるスペースを提供するとともに、都市公園等の利用増進を図るもので、道路事業者及

び公園事業者が応分の負担の上整備を行うものをいいます（ここでいう都市公園等とは、

社会資本整備重点計画法第 2 条第 2 項 7 号に規定するものをいいます。）。 

 

（i）ハイウェイ・オアシスの整備概要 

ハイウェイ・オアシスは、原則として、高速道路の休憩施設と都市公園等が隣接して

いる場合に、ハイウェイ・オアシスとして整備できる施設です。休憩施設内の駐車場（以

下、「道路側駐車場」という）と都市公園等内に設ける駐車場（以下、「公園側駐車場」

という。）との連結部を設けることにより一体化とし、相互の出入りを可能としますが、
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構造上、公園側駐車場への車の出入りは、連結部に限ることになります。また、やむを

得ず、高速道路の休憩施設と都市公園等が隣接していない場合は、連結部の全延長を、

おおむね１km 以下に限るものとし、その場合連結部は可能な限り構造物を避け、経済的

なものとされています。また、ハイウェイ・オアシスとして整備することが、高速道路

本線の交通安全及び休憩施設の本来の機能に悪影響を与えないようにすることが整備の

条件となります。 

 
図 1-19 ハイウェイ・オアシス設置形態 

資料：NEXCO 東日本 

 

①財産の帰属及び費用負担について 

ハイウェイ・オアシスにある道路側駐車場は、道路側に帰属し、道路側の全額負担で

整備されます。公園側駐車場及び連結部は公園側に帰属し、公園側の全額負担で整備さ

れます。なお、公園区域内の公園側駐車場は、道路と公園の兼用工作物とし、高速区域となり。

連結部については、道路と公園の兼用工作物とし、高速区域及び公園区域となります。 

 

 費用負担 区域 
道路側駐車場 道路側の全額負担 高速区域 

連結部 公園側の全額負担 
高速区域、公園区域 

（兼用工作物） 

公園側駐車場 公園側の全額負担 
公園区域、高速区域 

（兼用工作物） 

図 1-20 ハイウェイ・オアシス費用負担について 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

②高速区域と公園区域について 

公園区域内の公園側駐車場は、道路と公園の兼用工作物となり、高速区域となります。

また、連結部は、道路と公園の兼用工作物となり、高速区域及び公園区域となります。

道路側駐車場及び公園側駐車場と連結部との境界は、駐車場の外縁部の（駒止ブロック、

ガードレール等）の延長線をもってすることとなっています。 
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図 1-21 高速区域と公園区域について 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

③維持管理の方法 

公園側駐車場及び連結部の維持管理については、現地の状況に応じ、道路側と公園側

が協議して行うこととなっています。また、公園側駐車場の利用について、別途料金は

徴収しないものとなっています。 

 

④財産の帰属 

道路側駐車場は道路側に帰属し、公園側駐車場及び連結部は公園側に帰属するものと

なっています。 

 

⑤その他 

当該都市公園等に設置される売店、飲食店等の便益施設については、公園利用者の利

便増進に資するものとされ、設置される公園施設全体の維持管理費・運営費を超える収

益が得られる事業でないものとされています。また、設置される売店、飲食店等の便益

施設で、高速道路利用者の利用が見込まれる施設については、飲酒運転排除のため、酒

類の販売は行わないこととされています。その他、申合せに定めのない事項又は疑義を

生じた事項については、その都度道路側と公園側が協議することとされています。 

 

⑥経過措置 

既に供用中若しくは事業中であって、連結部の費用負担についての協議が成立してい

るものについては、従前の取り扱いとされます。 

 



 68

 

図 1-22 ハイウェイ・オアシス事業フロー図 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

（ii）ハイウェイ・オアシスの民間活力の活用について 

ハイウェイ・オアシスは、原則として、高速道路の休憩施設と都市公園とが隣接して

いる場合に整備が可能な施設です。すでに一部の SA/PA では、都市公園等であるハイウ

ェイ・オアシスとの接続を図っており、例えば、佐久平 PA 及びハイウェイ・オアシスは、

第三セクターである佐久平尾山開発株式会社によって管理・運営がされています。 

ハイウェイ・オアシスは、SA/PA に隣接し、地域の魅力を向上させる施設であります

が、都市公園内に立地する施設であるため、施設整備には、公園の占用許可が必要とな

ります。このため、ハイウェイ・オアシスにおける民間活力の活用を考えた場合、都市

公園内に立地する施設についての支援となることが想定されます。 

 

①佐久平ハイウェイ・オアシス（長野自動車道） 

佐久平 PA 及びハイウェイ・オアシスは、第三セクターである佐久平尾山開発株式会社

によって管理・運営されています。佐久平尾山株式会社は、佐久市、樫山工業、社団法

人佐久市振興公社、佐久浅間農業協同組合、八十二銀行からの出資により設立されてい

ます。 
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表 1-12 佐久平ハイウェイ・オアシス管理運営者等について 

敷地種別 道路種別 管理運営者 

第一 PA 営業施設 

（スナックコーナー、ショッピン

グコーナー、手打ちそば） 

会社区域 佐久平尾山開発㈱ 

（NEXCO が敷地を貸付） 

第一 PA トイレ 

男：大 3／小 10／女：13 

道路区域 佐久平尾山開発㈱ 

（NEXCO が委託） 

第一 PA 駐車場 

大型：17／小型：45 

道路区域 佐久平尾山開発㈱ 

（NEXCO が委託） 

第一 PA 園地 会社区域・道路区域 NEXCO 

第二 PA 駐車場 

（ハイウェイ・オアシス） 

道路区域、都市公園区域 佐久市・NEXCO 

（雪氷作業のみ NEXCO が受託）

連絡通路 

（第一 PA⇔第二 PA） 

道路区域、都市公園区域 NEXCO 

（佐久市の折半費用負担あり） 

スマート IC 道路区域、都市公園区域 NEXCO 

ハイウェイ・オアシスパラダ 都市公園区域 佐久平尾山開発㈱ 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

表 1-13 佐久平ハイウェイ・オアシス施設及び管理・運営費等について 

管理運営箇所 敷地面積 年間来場者数 売上金 管理・運営費

第一 PA 営業施設 1,010 ㎡ － － － 

第一 PA トイレ 336 ㎡ － － 

約 8 百万円 第一 PA 駐車場 11,970 ㎡ － － 

第一 PA 園地 9,130 ㎡ － － 

第二 PA 駐車場 

（ハイウェイ・オアシス） 

－ － － 

約１百万円 
連絡通路 

（第一 PA⇔第二 PA） 

－ － － 

スマート IC － 518 台／日 

（H22 年度）

－ 約 33 百万円

ハイウェイ・オアシスパラダ － － － － 

資料：東日本高速道路株式会社 
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佐久平ハイウェイ・オアシス 

 

甲：佐久市（費用は佐久市100%負担）
丙：NEXCO（費用は佐久市、NEXCO

折半、但し、スマートICにかかる費
用はNEXCO100%負担）

黄色：道路区域
青色：会社区域

図 1-23 佐久平ハイウェイ・オアシス概要図 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

 

図 1-24 自然体験フィールドパラダ位置図 

資料：自然体験フィールドパラダ HP 
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②寒河江ハイウェイ・オアシス（山形自動車道） 

寒河江 SA に隣接するハイウェイ・オアシスとして、最上川ふるさと総合公園がありま

す。株式会社山形環境エンジニアリングと株式会社丸山造園からなる、ふるさと公園管

理運営企業体が、指定管理者制度を活用して管理・運営をしています。平成 11 年度に開

設し、施設面積は 25.3ha です。主な施設はセンターハウス（展示、研修室）、スケート

パーク、ドッグラン、イベント広場、芝生広場、歴史の丘、遊具、駐車場（スマート IC）

であり、利用状況は、平成 20 年～22 年度で、1,142 千人でした。平成 21 年 4 月 1 日～

平成 25 年 3 月 31 日まで、206,000 千円で指定管理業務を受託しています。 

 

 

図 1-25 寒河江スマート IC 位置図 

資料：寒河江スマート IC 地区協議会 HP 

 

図 1-26 最上川ふるさと総合公園 

資料：最上川ふるさと総合公園 HP 
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図 1-27 最上川ふるさと総合公園パンフレット 

資料：山形県 HP 

 

（iii）ハイウェイ・オアシスにおける民間活力の活用にあたって 

ハイウェイ・オアシスは、高速道路の休憩施設と都市公園とが隣接している場合に整

備が可能となる施設であり、都市公園に関する事業であるため、道路関連施設整備では

ありません。しかしながら、この施設の整備に対する支援を考えてみた場合、民間事業

者による事業であれば、採算性が重要となります。このことから、ハイウェイ・オアシ

スにおいて、設置主体、管理・運営主体を考える際には、採算性の判断が必要となりま

す。採算性の判断には、交通量に応じた利用者数の見込みが必要であることから、施設

の整備計画を行う際には、前面交通量を加味することが必要です。また、観光や商用な

ど、立寄る人の目的を分析することや、立地する土地に応じた事業展開を図るためには、

観光で利用することの多い小型車が多い場合や、商用で利用することの多い大型車の通

行が多い場合など、通行する車種の分析が必要となります。 

このように、採算性を判断し、採算性の高い場所には、第三セクター方式や、民間事

業者による施設整備、管理・運営が考えられます。この場合には、会社設立のための出

資による支援が考えられます。また、PFI 事業の場合には、低利融資による支援も考える

ことができます。なお、この場合の出資・支援主体としては、財団法人などが想定でき

るでしょう。 

一方、採算性の低い場所に関しては、地方公共団体などの応援が必要であると考えま

す。方策としては、地方公共団体などが施設整備を行い、指定管理者制度を活用するな

どして民間事業者が管理・運営を行うことが考えられます。 
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【参考】地域拠点整備事業について 

高速道路自動車国道等の SA/PA とその周辺地区との一体的、計画的な整備を図るととも

に、一体的に利用することにより、地域整備・地域振興を促進するとともに、あわせて高

速道路自動車国道等の利用者に一層の利便を供することを目的とする事業です。 

 

表 1-14 ハイウェイ・オアシスとの比較 

項目 ①ハイウェイ・オアシス ②域拠点整備事業 

相手側施設の事業主体 国・都道府県・市町村 市町村 
民間事業者の参加 不可 可能 
第二駐車場 原則として必要 原則として必要 

人の出入り 
第二駐車場からのみ相手側施

設への出入が可能 

高速道路管理上支障がない場合

には、第一駐車場から相手側施

設へ出入りが可能 
都市公園 必要 不要 

行政上の手続き 
NEXCO において高速道路課

長承認が必要 
市町村による道路局長への届出

が必要 

整備費用の負担 
連結部の1／2は道路側負担 
その他は公園側負担 

全額市町村側負担 

 

【参考：地域拠点整備事業の例（川口市）】 

川口市は、広域的な集客を確保する観点から、公園と川口 PA とを連結し、一体的に整備

を行う地域拠点整備事業（ハイウェイ・オアシス）について、首都高等の関係機関との協

議が進められてきました。平成 24 年 3 月 1 日、『広域的な集客性に配慮した「水と緑のオ

アシス空間」の創出』を計画のテーマとし、自然環境や歴史文化遺産を活用した、地域の

振興や都市農業の活性化にも資する公園についての都市計画決定が行われたことを踏まえ、

川口市と首都高において、ハイウェイ・オアシス整備を協力して推進することとなりまし

た。計画地を含む埼玉県川口市北東部は、東京都心から 20km 圏にあるにもかかわらず、

見沼田圃（たんぼ）に代表される豊かな自然環境に恵まれ、江戸時代に関東郡代を務めた

伊奈氏の陣屋跡地が存在するなど歴史文化遺産を有するとともに、赤山の枝ものや安行の

植木を始めとする都市農業の盛んな地域となっています。また、川口市立グリーンセンタ

ーや川口緑化センター等の観光・集客拠点があり、これを支える首都高、東京外郭環状道

路、国道 122 号線等の幹線道路網や東京メトロ南北線と直通運転を実施している埼玉高速

鉄道等の交通インフラの面においても高い利便性を有しています。川口 PA は、東北方面か

ら首都圏への玄関口にある緑豊かな PA で、現在でも、年間約 100 万台（約 200 万人）の

方が利用しているため、川口 PA の駐車機能の拡充にもつながります。 

また、今後は、公園から川口市立グリーンセンターや川口緑化センター等の観光・集客

拠点への回遊性を確保するため、現在の川口 PA の休憩所の一部を候補地として、周遊バス

の発着所を整備するとともに、非常災害時における防災拠点としての整備を検討すること
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とし、これに伴い、現在の川口 PA の休憩所の一部を廃止し、公園内に新たに便益施設（飲

食・物販等）及び休養施設等を設置して、公園利用者、高速道路利用者が共に利用可能と

なる施設の整備を検討することとしています。 

 

 

図 1-28 川口 PA を活用した地域拠点整備事業について 

資料：川口市 HP 

 

川口 PA 入口付近図 PA 案内図 

  
休憩施設 商業施設 

■トイレ 
男性用(大)５／男性用(小)１１ 
女性用１７／多目的トイレ１ 

■駐車台数 
普通車８６台／大型車３１台 
身障者用２台 

■食堂 6：00～21：30 
■売店 6：00～21：30 
営業者：(株)東京ハイウエイ（スバル興業株式

会社の連結子会社） 
 

図 1-29 川口 PA 周辺図 

資料：首都高速道路サービス株式会社 
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（iv）支援方策（案）及びその対象企業・事業の考え方 

ハイウェイ・オアシスは、都市公園区域に整備され、公園側の全額負担で整備される

とともに、維持管理もされています。当部会で支援方策を考えていく部分は、道路に関

連した施設を対象としているため、公園側施設は直接道路との関連性がないことから、

支援の対象とするには工夫が必要です。 

公園としての位置づけで、ハイウェイ・オアシス事業自体を公共的な機関等が支援し

ていると考えられる事例では、例えば、寒河江 SA に隣接するハイウェイ・オアシス「最

上川ふるさと総合公園」が該当します。当該公園は、県営の都市公園であり、整備にか

かる費用は、県にて負担し、民間事業者が施設の維持管理・運営を行っていますが、指

定管理者制度が活用されています。当該民間事業者は、平成 21 年 4 月 1 日～平成 25 年

3 月 31 日までの 4 年間で、2 億 600 万円での指定管理業務を受託しています。また、佐

久平 PA にあるハイウェイ・オアシス「パラダ」は、佐久市、樫山工業、社団法人佐久市

振興公社、佐久浅間農業協同組合、八十二銀行からの出資されている第三セクター、佐

久平尾山株式会社によって管理運営がされています。公園維持管理費として、毎年１億

5,000 万円の管理委託料が佐久市から支払われています（平成 23 年 9 月佐久市議会議事

録より）。 

これらのことから、施設整備や維持管理に関する委託料等での支援も考えられます。

これらの既存の民間事業者支援事例を踏まえ、今後、民間活力を活用するための支援方

策について検討をしました。 

 

①都市公園等事業との一体整備支援（社会資本整備総合交付金の活用） 

高速道路と都市公園が一体的な整備とされる場合には、都市公園に対する補助金で、

道路側の駐車場整備を負担してもらうなど、相互に協力することで、一体整備が可能に

なると思われます。また、交付金等を活用する方策も支援につながります。 

 

②低利融資 

民間事業者によって、施設整備や更新を行うことが想定されれば、低利融資の必要が

あることが考えられます。事例では、施設を地方公共団体が整備し、施設整備されたも

のを管理・運営するという事業スキームになっているため、施設整備について費用負担

することは想定しておらず、また施設整備部分に関しては、支援を受けていると考える

ことができます。今後、民間事業者での施設整備や更新をする場合には、低利融資とい

う支援が有効であると考えられますが、都市公園であることから、道路との直接的な関

係を明らかにすることが必要とするなどの工夫が必要です。 

 

③出資 

ハイウェイ・オアシスは、第三セクターでの運営もあることから、特定目的のために
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設立した会社への出資が考えられます。しかしながら、ハイウェイ・オアシスは都市公

園であり、道路との直接的な関係がなければ、出資は難しいと考えられるので、出資を

伴う支援を考える場合には、工夫が必要です。 

 

④信用保証支援 

低利融資と同様で、民間事業者によって施設整備や更新を行う際に、民間金融機関か

らの借入をする場合には、信用保証によって支援する方策が考えられますが、当該事業

は都市公園で行われるものであるため、都市公園であることから、道路との直接的な関

係を明らかにすることが必要とするなどの工夫が必要です。 

 

⑤指定管理者制度の活用 

事例にもあるとおり、ハイウェイ・オアシスの運営には、指定管理者制度が活用され

ています。このように地方公共団体が施設を整備し、管理・運営を民間事業者に委託す

る形態は支援と捉えることができます。民間事業者は、土地の取得や施設整備が不要で

あることから、資産という基盤をもつことなく事業に携わることができます。 

 

⑥PFI 事業の活用 

PFI 事業の場合には、民間資金の活用という観点からも、管理・運営だけでなく施設整

備を伴うことが多くなっています。しかしながら、この PFI 事業を行う場所に、国や地

方公共団体が、駐車場整備をするなど、集客に備えた環境を用意することが支援に繋が

ります。 

 

３）地域と高速道路会社による観光 PR 

近年、高速道路を活用することによって、観光分野の需要喚起、活性化等を行った取り

組みが各方面で実施されています。道路公団の民営化されてからの新たな取り組みとして、

地方自治体と高速道路会社とで、「包括的業務協定」を締結する動きがあります。これは、

地方自治体と高速道路会社とで、相互の連携を強化し、双方の資源を有効活用することに

より、地方自治体の観光・産業の振興と、地域活性化、高速道路利用者の利便性向上や、

利用の拡大を図ることを目的としています。また、共同で観光情報を提供する取組みが行

われています。 

 

（i）ドライブマップ等の製作・配布 

「北関東ドライブマップ」は、東日本高速道路株式会社と「北関東自動車道」で結ば

れる群馬県、栃木県、茨城県と連携して作成した北関道沿線の観光施設などお得な情報

冊子です。北関沿線観光施設、おすすめドライブコース、産業観光施設、公営日帰り温
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泉施設が掲載されています。高速道路会社では、観光マップの作成、広報ツールの制作

によって、高速道路利用者の増加を狙い、地元観光施設では、スタンプラリーや ETC 割

引で協力することで訪問客の増加を狙いとしています。 

 

 

ETC 割引・スタンプラリー参加 

 
図 1-30 北関東ドライブマップ 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

（ii）観光ガイドブックの製作・配布 

東日本高速道路株式会社では、圏央道開通の効果をより確かなものにしていくため、

圏央道沿線地域の魅力の PR、千葉県への観光客誘致を目的として、平成 24 年 10 月 9

日に包括的連携協定を締結した千葉県と共同で広報活動に取り組むこととしています。 

平成 25 年 4 月 27 日に開通した圏央道（東金ジャンクション（JCT）～木更津東イン

ターチェンジ（IC）間）周辺の観光情報を中心とした千葉県の夏の魅力を紹介するガイ

ドブックを千葉県と共同で発行し、海ほたるをはじめとする海ほたる休憩施設で無料配

布しています。 

掲載内容は、以下の通りです。 

 千葉県内の圏央道の IC から宿泊や日帰りで行くドライブコースの紹介 

 圏央道からちょっと足を延ばせば行ける銚子方面の観光地の紹介 

 千葉県の 2 大アウトレットの紹介 

 千葉県のアウトドア・アクティビティの紹介 

 今年 4 月にリニューアルした海ほたるパーキングエリア（PA）や圏央道周辺

のサービスエリア（SA）・PA の紹介 
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図 1-31 観光ガイドブック 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

（iii）支援方策（案）について 

近年、高速道路を活用することによって、観光分野の需要喚起、活性化等を行った取

組みが各方面で実施されています。道路公団の民営化後には、新たな取組みとして、高

速道路会社と地方公共団体とで包括協定を提携するなど、相互に連携を図りながら地域

活性化のための工夫や、高速道路料金施策が行われています。また、SA/PA では、企業

や地域生産者などと相互にメリットのある商業施設を運営し、高速道路利用者や観光、

雇用の創出などで地域の活性化を目指す事例が増えてきています。 

今後も、観光によって地域振興を推進していくためには、高速道路という広域ネット

ワークを活用することが有効な手段であると考えます。そのためには、地域と高速道路

会社の連携が不可欠であり、「観光地の魅力」を発信することや、地域発のテーマにそっ

た広域的な観光プランの取組みの紹介なども必要な施策となってきます。 

そこで、これまで行われてきた施策を紹介するとともに、今後の推進方策の提案を行

うこととします。地域と高速道路会社の連携により観光 PR 等をすることで、地域の観光

客数の増加を図ることができれば、地域活性化へ貢献することとなりえます。 

 

①包括的連携協定の締結 

道路公団の民営化後の新たな取組みとして、高速道路会社では地方公共団体と包括的

連携協定を締結する動向が見受けられます。協定の内容は、主に、双方の資源を有効に

すること、地域内における災害時の相互協力、観光振興、地域産品の消費拡大等を通じ

て地域社会の発展を図るとともに、高速道路や SA/PA における質の高いサービスの提供

等を通じて利用者の利便の向上、利用の拡大を図ることなどが目的とされています。 

地域と高速道路会社という密接な関係にある者による、観光振興や地域産品の消費拡

大を内容に含む協定の締結が、観光産業の従事者や地域産品の生産者への支援となって

います。また、締結内容の推進が図られるだけでなく、今後も意見交換をしながら、継

続していくことが必要です。 
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②企画割引等の実施 

高速道路会社では、観光に関する企画割引が行われることがあります。地域を限定し、

フリーパスや乗継ぎ可能な周遊券等による料金の割引がされる企画であり、高速道路利

用者の増加だけではなく、地域の観光協会等の協力のもと、観光施設や駐車場等への割

引、優待券等の提供や宿泊割引などが組合されている企画もあります。この企画割引の

実施は、ETC 車限定で行われ、事前登録（ETC カード番号等）を要します。 

このような割引企画の実施により、地域を訪れる観光客が増加し、地域にある観光地

を周遊することができ、利用者の満足度を高めるとともに、地域活性化に貢献します。

単に高速道路利用者を増加させるだけでなく、観光産業への支援が行われる地域活性化

方策となっています。 

なお、この企画割引については、東日本高速道路会社では「ドラ割」、中日本高速道路

会社では「速旅（はやたび）乗り放題プラン」、西日本高速道路会社では「周遊割引」）

という名称で販売されています。 

 

 
図 1-32 企画割引等の実施例 

資料：東日本高速道路株式会社 
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③高速道路料金の料金引下げ 

観光に関連した効果的な地域活性化施策として、高速道路の料金引下げ・各種割引が

あげられます。最近の動向としては、「緊急総合対策」と「生活対策」による料金割引、

高速道路無料化実験、交付金を利用した料金値下げが展開されています。 

観光による地域の活性化に効果が期待できる施策として、高速道路料金の割引施策の

実施が考えられます。 

高速道路の利用料金に対し、平成 20 年 10 月から、国による安心実現のための緊急総

合対策として、休日昼間 5 割引、平日夜間 3 割引等、また、平成 21 年 9 月から生活対策

として、休日 1,000 円にするなどの料金引下げ、割引施策が実施されました（平成 23 年

6 月一時凍結）。平成 22 年 6 月からは、高速道路を徹底的に活用し、物流コスト・物価を

引下げ、地域経済を活性化すべく、一部区間で無料化実験が実施され、観光施設の利用

客の増加が見られました。 

その他の料金施策では、地域活性化・経済危機対策臨時交付金を利用した事例として、

東京湾アクアライン（千葉県）料金の値下げ事例があります。平成 21 年 8 月 1 日～平成

23 年 3 月 31 日までの間の通行料金について、料金引き下げの社会実験が実施されまし

た。これは、千葉県分として交付される 93 億円程度の国の地域活性化・経済危機対策臨

時交付金の一部 10 億円をあてて行われています。実験開始から 1 年 8 ヵ月間（平成 21

年 8 月から平成 23 年 3 月）のアクアラインの交通量は、実験前と比較し 1.5 倍に増加、

特に、大型車は倍増するなど首都圏の「人」「もの」の動きが活発化したようです。また、

アクアラインを利用する車両の利用圏域については、千葉県が約 3 割、神奈川県が約 3

割、東京都が約 2.5 割、埼玉県その他が約 1.5 割と、アクアラインに近い首都圏の方々に

多く利用されているという結果も出ています。 

さらに、平成 25 年 12 月 20 日、国土交通省による新たな高速道路料金に関する基本方

針が公表され、当分の間、千葉県による費用負担を前提に終日 800 円（普通車）が継続

することとされました。 

これまでの料金引下げ、割引施策は、有限的であり、限られた財源の中で実施されて

いますが、観光客数が増加するなど、地域活性化効果に貢献できる有効な施策です。財

源や導入時期や期間に関しては、国や高速道路会社の施策との関連が強いことから、社

会経済状況等を見極めながら進めていくことが必要となります。国もしくは地方公共団

体の支援によって、高速道路会社が料金の引下げや、各種割引施策を導入することで、

地域活性化効果が得られることと思います。なお、地域活性化に資する新たな値下げや

各種割引施策導入にあたっては、既に高速道路会社で実施している料金割引施策を参考

とするとともに、その費用対効果を検証しながら地域活性化へ向けた企画を導入してい

くことが必要です。また、この場合には、地域においても割引施策等の効果を地域活性

化への観点から検討を行い、高速道路会社に提案するなど、地域と高速道路会社の連携

が必要です。なお、財源確保には課題があり、工夫が必要となります。 
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図 1-33 無料化社会実験による観光地の動向（舞鶴若狭周辺の事例） 

資料：国土交通省 HP 

 

図 1-34 無料化社会実験による観光地の動向（東九州道周辺の事例） 

資料：国土交通省 HP 
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図 1-35 H10～H22 年度の東京湾アクアラインの交通量 

資料：東京湾アクアライン料金引下げ社会実験（平成 21 年 8 月～平成 23 年 3 月）報告書 

 

④ドライブマップ、観光ガイドブック等の製作・配布 

東日本高速道路株式会社と「北関東自動車道」で結ばれる群馬県、栃木県、茨城県が

連携し、北関道沿線の観光施設などを掲載した「北関東ドライブマップ」という情報冊

子を作成しています。この冊子には、北関沿線観光施設、おすすめドライブコース、産

業観光施設、公営日帰り温泉施設が掲載されています。東日本高速道路株式会社では、

観光マップの作成、広報ツールの制作によって、高速道路利用者の増加を狙い、地元観

光施設では、スタンプラリーや ETC 割引で協力することで訪問客の増加を狙いとしてい

ます。また、圏央道開通の効果をより確かなものにしていくため、圏央道沿線地域の魅

力の PR、千葉県への観光客誘致を目的として、昨年 10 月 9 日に包括的連携協定を締結

した千葉県と共同で広報活動に取り組むこととしています。平成 25 年 4 月 27 日に開通

した圏央道（東金 JCT～木更津東 IC 間）周辺の観光情報を中心とした千葉県の夏の魅力

を紹介するガイドブックを千葉県と共同で発行し、海ほたるをはじめとする海ほたる休

憩施設で無料配布しています。 

このような取組みによって、高速道路を利用した観光客等が、地域の観光地に訪れる

効果が期待できることから、地域活性化へ貢献するものとなりえます。 
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(２) 休憩施設の活用 

国土交通省では、主要な幹線道路において、過労運転等による事故防止を図るため道路

利用者が安心して利用できる休憩施設として簡易パーキングエリアの整備を推進してきま

した。また、平成 5 年からは、広域的なレジャー交通の増加、高齢者や女性ドライバーの

増加等を背景に、また、安全で快適な道路交通環境の形成並びに地域の振興に寄与するこ

とを目的に、一般道路の沿線に「道の駅」としての整備も進められているところです（平

成 26 年 4 月 4 日現在 1,030 駅）。「道の駅」は、道路情報提供や地域の情報発信機能を有す

るとともに、地域の特産品の販売などの地域振興施設が一体的に整備され、昨今では、休

憩施設の利用としてだけではなく、これまで通過していた地域でも、「道の駅」を訪れるこ

とを旅の目的とするなど、多くの来場者で賑わう施設も多くみられています。 

一方で、高速道路の休憩施設について、わが国の高速道路は、出入制限を有する有料道

路となっていることから、休憩のために一時的に流出することは考えにくく、高速道路内

への休憩施設としての SA/PA は、わが国最初の高速道路（名神高速道路、栗東～尼崎

（71km））が昭和 38 年に開通してから、高速道路の整備と同時に着実に整備されてきまし

た。また、SA/PA は、道路管理上の観点から必要な施設であるため、適当な間隔をもって

配置されています。このようななか、SA/PA では、通過する目的の休憩施設としての機能

だけではなく、地域特性を活かした魅力的な出店が促進され、今日においては、高速道路

を利用すると同時に、SA/PA へ立寄ることが旅行の目的のひとつとなるようになりました。

こうした国民ニーズに対応するためには、今後の SA/PA は、さらなる利便性の向上、地域

活性化を図ることが求められているものと思います。 

このように、道路利用者の休憩施設である「道の駅」や SA/PA は、近年では、休憩施設

としてではなく、立ち寄ることを目的とするような魅力ある施設の整備が進められている

ところです。また、地域活性化への貢献が期待されている施設となっていることから、さ

らなる利便性の向上を図るとともに、一層の民間活力の活用が求められている施設でもあ

ります。このため、「道の駅」や SA/PA という道路上の休憩施設について、民間活力の活用

機会や、その支援方策についての検討を行いました。 

 

１）道の駅事業の活用 

道の駅は、道路利用者のための「休憩機能」、道路利用者や地域の方々への「情報発信機能」、

地域と道路利用者、地域間の交流促進のための「地域の連携機能」の 3 つを併せ持つ施設とされ

ています。平成 5 年 2 月 23 日、整備についての要綱が策定され、平成 5 年 4 月 22 日に、全国

103 箇所が登録されました。その後、年々登録施設が増え、平成 26 年 4 月 4 日現在 1,030 駅の

施設が整備されるに至っています。 

また、中越地震の際には、避難所として活用され、近年では、災害時の避難所だけではなく、備
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蓄機能を有するなどの災害防災拠点等としての機能を有する施設も整備されてきています。 

 

 

図 1-36 道の駅整備フロー図 

資料：国土交通省 HP 

 

（i）道の駅の整備の現状 

一般財団法人地域活性化センターにおいて、道の駅を拠点とした地域活性化についての調査

研究が行われ、平成 24 年 3 月に調査研究報告書がとりまとめられています。当該研究においては、

道の駅の実態を明らかにするため、全国の市町村等の設置者へのアンケート調査が行われました。

道の駅を全体的に把握するため、その概要について整理していくこととします。 

 

①各施設の設置・管理・運営主体について 

これまで設置されている道の駅の各施設は、地域振興施設、特産販売所、農林水産物直売所、

農林水産物加工場、飲食施設と概ね 5 種類の施設に分けることができ、施設ごとの設置主体の多

くは、市区町村よるものとなっています。管理主体をみてみると、第 3 セクターによるものが約 30%

程度を占めており、また、市区町村においても 20%を占めています。運営主体を見てみると、第 3

セクターが約 40%程度、民間企業によるものも 30%程度あります。 

 

 
図 1-37 道の駅の設置主体 

資料：（一財）地域活性化センター 
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図 1-38 道の駅の管理主体 

資料：（一財）地域活性化センター 

 

 
図 1-39 道の駅の運営主体 

資料：（一財）地域活性化センター 

 

②各施設の整備に係る費用及び敷地面積について 

各施設の整備に係る費用は、2 億円未満が 22.5%と最も割合が高くなっています。ついで、2 億

円以上～4 億円未満が 20.5%となっています。また、敷地面積については、10,000 ㎡未満が

50.5%と半数を占める割合となっています。 

 

 

 

図 1-40 道の駅の整備費用、敷地面積 

資料：（一財）地域活性化センター 
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③各施設の整備手法について 

道の駅には、地域振興施設等を設置者（市町村等）が、駐車場・トイレ・情報提供施設等の一部

を道路管理者（国・都道府県）が整備する「一体型」と、設置者（市町村等）が道の駅を構成する施

設を全て単独で整備を行い、地域振興施設等に加えて駐車場とも市町村等が整備する「単独型」

が存在します。 

一体型とされるものは、全体の 57.9%を占めており、また、単独型は 42.1%となっています。 

 

 
図 1-41 道の駅の整備手法について 

資料：（一財）地域活性化センター 

 

④各施設を整備するために活用された交付金・補助金について 

道の駅の整備に活用した交付金・補助金は、77.4%の施設について活用されています。交付元

は、農林水産省が 62.2%と最も多く、ついで国土交通省が 24.4%となっています。 

 

 
 

図 1-42 活用された交付金・補助金について 

資料：（一財）地域活性化センター 
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⑤各施設の運営について 

各施設の運営では、指定管理者制度が導入されている事例が 70.8%を占めています。そのうち、

指定管理料の金額は、「なし（0 円）」であるものが 36.6%と最も割合が高くなっています。 

 

 

図 1-43 各施設の運営について 

資料：（一財）地域活性化センター 

 

（ii）道の駅事業における民間活力の活用事例とその支援内容 

道の駅では、一般道路の休憩施設という位置づけで、道路管理者によって休憩施設が整備され

るのと併設する形で、地域の文化や名所、特産品などを活用し、創意工夫をこらした多様なサービ

ス提供がされており、休憩施設として機能するだけでなく、農産物や海産物の販売を行う商業施設

等を目当てとし、立寄ることを目的とする利用者が増え、賑いがみられています。このため、今後も

地域活性化の拠点となり、地域産業の振興に貢献できる施設となりうることから、民間事業者に対

する支援方策を検討していくことが必要です。 

これまで整備されてきた道の駅について、主に駐車場やトイレに該当する道路区域とさ

れる部分については道路管理者等が整備し、それ以外の商業施設等は、民間事業者等によ

って整備されることが多くあります。道路区域部分の整備を道路管理者が費用負担をして

いることからは、一定の公的支援を受けていると捉えることができるため、支援方策を提

案する前提として事例調査するとともに支援方策（案）の検討を行いました。 

 

①道の駅「針テラス」（奈良県奈良市） 

道の駅「針テラス」は、名阪国道の奈良県山辺郡都祁村針（現：奈良市針町）において進められ

ていた名阪国道針 IC の改良（国土交通省直轄事業）に合わせ、ドライブオアシス機能並びに地域

間交流と地元都祁村の活性化をコンセプトとして整備された施設です。建物全体を南イタリア風の

デザインとし、飲食店、温泉、都祁の郷で産まれた生鮮品・加工品の販売、西日本最大級の観光

イチゴ園、そして観光･道路等の各種リアルタイムな情報を提供する施設などを完備した道の駅で

す。開発は、PFI 法が平成 11 年 7 月に成立したことを受け、民間事業者と都祁村（現在：奈良市）

とが、平成 11 年 9 月に 30 年にわたる事業契約を締結し、設計、建設、運営、管理にいたる PFI
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事業として開始されました。 

道の駅「針テラス」は約 105 億円の総事業費で整備されました。国土交通事業として実施

された駐車場及び休憩施設の約 21,000 ㎡部分は、国土交通省の負担 55 億円で整備されまし

た。商業施設（北館及び南館）等のある敷地面積約 30,000 ㎡については、奈良市（旧都祁村）

によって土地取得・造成がされ、約 25 億の費用をかけて整備されました。奈良市（旧都祁

村）の負担部分については、民間事業者へ借地料という形を用いて償還することとなって

おり、土地所有者である奈良市（旧都祁村）に対し、民間事業者は、年間約 1 億円の借地

料を支払っています。一方、国土交通省によって負担された約 55 億円部分については、償

還する必要はありません。したがって、駐車場やトイレという休憩施設部分については、

民間事業者に負担はなく、この部分については初期投資も発生してないことになります。

この初期投資が不要となる部分について、公的支援がされていると考えることができます。 

一方で、商業施設（北館及び南館）については、民間事業者が約 25 億円の費用をかけて整

備しました。また、村の情報発信施設である「情報館」整備についても民間事業者が負担し、整

備後に旧奈良市（都祁村）へと譲渡されました。維持管理費については、国、奈良市、民間事業者

で負担しており、その内訳は、国と奈良市 40,332 千円、民間事業者 19,328 千円であり、合計で

59,660 千円となっています。 

このように、商業施設費用約 25 億円、維持管理費約 2,000 万円と、民間事業者による整

備費用及び維持管理費の負担が大きくなっていますが、道の駅機能である休憩施設等の部

分は国費等での整備されており、周辺環境の整備という視点からは、公的機関からの支援

がされていると考えることができます。 

そのほか、施設の運営については、奈良市を含む公共的な機関等からの支援はなく、民

間事業者の収益で賄われています。 

奈良市（旧都祁村）では、初期の整備費用については、民間事業者からの借地料より償

還することとしており、将来的には、結果として、当該土地に公共的な機関等の費用負担

なく、民間事業者によって整備された施設等が残ることとなります。このことからも、民

間事業者への支援方策を検討する必要があると考えます。 

 

土地購入・造成

休憩施設
（駐車場・トイレ）

施設整備
（建物など）

道の駅「針テラス」

国費等で整備
整備費用：

国土交通省：約55億円
旧都祁村：約25億円

民間資金で整備
整備費用：約25億円

旧都祁村負担部分（25億円）を、
借地料で償還

 
図 1-44 道の駅「針テラス」における整備費用等 
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【道の駅針テラス施設概要】 

■駐車場：大型 40 台、普通 470 台、 

■トイレ：男（大）7 器、男（小）20 器、女 24 器 

■物産館、西日本最大級の観光イチゴ園等 

 
 

図 1-45 道の駅針テラス施設概要 

資料：道の駅針テラス HP 

 

表 1-15 道の駅針テラス施設概要 

施設名 敷地面積 帰属先 維持管理 
来場者数 

（千人/年） 

駐車場 20,000 ㎡ 国交省 奈良市 

3,000

中央トイレ・ｉセンター 

・休憩所 
800 ㎡ 国交省 国交省 

北館 2,700 ㎡ 民間 民間 

南館 3,500 ㎡ 民間 民間 

観光イチゴ園 24,000 ㎡ 民間 民間 

遊の広場・歩道 16,000 ㎡ 奈良市 奈良市/民間 

温泉施設 10,600 ㎡ 奈良市 民間/賃貸契約 10

奈良市情報館 奈良市 奈良市総合財団 

 

表 1-16 道の駅針テラスにおける前面交通量及び車線数（交通量の単位：台/日） 

道の駅（道路） 
前面交通量（24h） 

車線数 
小型車 大型車 合計 

針テラス（R25） 21,737 24,348 46,085 4 
針テラス（R369） 3,721 446 4,167 2 
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道の駅針テラス周辺位置図 

 

道の駅針テラス施設案内図 道の駅針テラス写真 

 

 

図 1-46 道の駅「針テラス」位置図等 

資料：国土地理院、道の駅「針テラス」HP 

 

②道の駅「日和佐」（徳島県日和佐町） 

道の駅「日和佐」は、町の中心地に位置する JR 牟岐線日和佐駅と国道 55 号に接して立地して

います。そのため、道路利用者だけでなく、町民等も利用しやすい道の駅といわれているようです。

敷地内には、情報コーナー・物産コーナー・姉妹都市交流コーナーを備えた「物産館」、お遍路さ

んの足をいやす「足湯館」、地元の特産物を購入することができる「産直館」を備え、県南部の中核

観光ゾーンとして活用されています。 

平成 15 年度、平成 16 年度の 2 ヵ年をかけ、国土交通省と日和佐町の共同事業によって、総事

業費約 15 億円で整備されました。施設の運営方法については、国土交通省、日和佐町、地元住

民などによる各種会議の協議の中で検討した結果、民間の経営感覚やノウハウが活用され、柔軟

な発想による経営が期待できる株式会社（第三セクター）を設立し運用するという方針が決定しまし

た。これを受け、運営会社の資本金は 2,000 万円、町の出資額は 55%にあたる 1,100 万円とする

内容の予算案が平成 16 年 6 月定例議会で承認されました。管理運営会社として「株式会社道の
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駅日和佐」が設立され、指定管理者制度により、平成 17 年 4 月 1 日からの 10 年間、道の駅の施

設管理が「株式会社道の駅日和佐」に委任されました。 

当該事例では、株式会社の設立支援や指定管理者制度という支援支援がされていると考

えられますが、その運営は、商業施設の販売手数料で賄われています。なお、道の駅「日和

佐」は、正社員 1 名とパート 10 名の雇用がされており、主な収入は、物産館･産直館での物産の販

売手数料です。販売は、出品方式であり、町からの管理委託料の支出はありません。オープンから

の 6 ヶ月で、物産・特産品合わせて 1 億 1,000 万円の売上げがありました。 

 

休憩施設
（駐車場・トイレ）

施設整備
（建物など）

道の駅「日和佐」

国費等で整備
整備費用：

国土交通省
+旧日和佐町：約15億円

運営：第三セクター
資本金2,000万円のうち、

1,100万円を町が出資
（55%出資）

 

図 1-47 道の駅「日和佐」における整備費用等 

 

 

【道の駅「日和佐」施設概要】 

■駐車場：大型 7 台、普通 57 台、身障者用 3 台 

■トイレ：男 13 器、女 13 器、多目的用 2 器 

■物産館/休憩所（足湯）/産直館ほかの営業時間 

・物産館（9:00～18:00） 

・休憩所（足湯）（9:00～18:00） 

・産直館（9:00～18:00） 

※産直館、物産館、休憩所（足湯）：年中無休 

■最寄りのアクセス IC：徳島 IC 

図 1-48 道の駅「日和佐」施設概要 

資料：道の駅「日和佐」HP 

 

 

 

 

 



 92

道の駅日和佐施設案内図 道の駅日和佐写真 

図 1-49 道の駅「日和佐」位置図等 

資料：道の駅日和佐 HP 

 

表 1-17 道の駅「日和佐」における前面交通量及び車線数（交通量の単位：台/日） 

道の駅（道路） 
前面交通量（24h） 

車線数 
小型車 大型車 合計 

日和佐（R55） 6,004 678 6,684 2 

 

 

③道の駅「いぶすき」（鹿児島県指宿市） 

道の駅「いぶすき」は、指宿市の中心地から約10km鹿児島市寄りの国道226号線沿いにあり、

観音崎公園に隣接しています。観音崎公園は、年間 300 万人もの観光客が訪れる南薩地域の玄

関口に位置し、錦港湾、大隈半島などを望む風光明媚な場所にあります。この公園内には、地域

住民や観光客のふれあいの場とする施設を複合的に活用し、特産品の販売をはじめ、焼きたての

パンやミニショップ、そばなどのスローフードの提供を行う施設整備を行い、地域の活性化に役立

てられています。 

24 時間利用できるトイレと駐車場、道案内施設は、国土交通省により 380,000 千円で整備され

ました。道路利用者の小休止や地域住民とのふれあいの場、イベントなど多目的に利用できる広

場として、指宿市が国からの補助金で観音崎公園を整備しました（公園整備面積 12,000 ㎡、全体

事業費 483,600 千円（国補 199,000 千円、起債 213,400 千円、市負担 71,200 千円））。 

また、指宿地域の観光案内や特産品・農産物の展示販売などができる施設を民間の資金で整

備し、建設後の施設の運営までを行っています。当該施設である、地域交流施設「彩
さ

花
か

菜館
な か ん

」は、

鉄筋 2 階建て、延べ面積 809 ㎡で、施設の整備費は 206,086 千円でした。 

地域交流施設の建設と観音崎公園全体の維持管理について、平成 16 年 10 月から平成 31 年

9 月 31 日までの 15 年間、PFI 事業者である「株式会社サニーケープ」が指定管理者となり、委託

契約がされ、15 年間の維持管理費 158,818 千円が見込まれています。 

運営業務を中心にパートタイマーなど地元から 35 人を雇用しており、委託料は、PFI 事業費以
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外、指定管理者に関する費用などは支出されていません。 

平成 16 年 10 月にオープンし、約 1 年間での来館者数は、47 万人の計画に対し 63 万人

（134%）、売上高は 156 百万円の計画に対し 208 百万円（133%）の実績を挙げています。計画と

実績の差は、立寄率が予想より高かった（バス 25%、自家用車 17.5%と予想）ことと、委託先が積

極的に PR したことに起因しているようです。また、立寄率が高いことから、民間事業者が独自に、

道路向かいに 60 台分の第二駐車場を整備しています。 

また、指宿市は、施設維持の業務委託料として 10 百万円／年を支払い、逆に建物の使用料と

して 10 百万円／年を受け取っています。この使用料を受け取る通帳がプロジェクトファイナンスの

担保になっているとのことです。 

指宿市によると、成功の要因としては、計画前に十分なリサーチが行われ、鹿児島市内からのリ

ピート客に加え、指宿に行くために必ず通過する地点に立地したことが大きく、また、運営会社社

長がコンビニ経営者でもあることから、当該店舗の運営には、そのノウハウが活かされていることが

大きく影響しているとことが挙げられています。 

当該施設は、PFI 事業による道の駅整備・運営の成功事例として取り上げられていますが、

魅力ある施設を維持するためには、今後、施設更新費などの支出が想定されます。このよ

うな場合には、公共的な機関等による融資や出資による支援が必要となります。 

 

休憩施設
（駐車場・トイレ）

道の駅「いぶすき」

公園整備

施設整備
（建物など）

観音崎公園施設

民間資金で整備
整備費用：約2億円

国費等で整備
整備費用：

国土交通省：約3.8億円

国費等で整備
整備費用：

指宿市が国の補助金を活用
：約4.8億円

 

図 1-50 道の駅「いぶすき」における整備費用等 

 

【道の駅「いぶすき」施設概要】 

■駐車場：大型 4 台、普通 59 台、 

■トイレ：男 7 器、女 5 器 

■物産館等の営業時間 

・「特産物販売コーナー」8：30～18：30 

・「小牧そば茶屋」11：00～18：00 

・「ファーストフードコーナー」8：30～18：30 

 

図 1-51 道の駅「いぶすき」施設概要 

資料：道の駅「いぶすき」HP 
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図 1-52 観音崎公園計画平面図 

資料：国土交通省 HP 

 

図 1-53 道の駅いぶすき完成イメージ図 

資料：国土交通省 HP 
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表 1-18 道の駅いぶすき施設概要 

施設名 敷地面積 事業主体 
事業費 

（千円） 
維持管理者 

維持管理費 

（千円） 

トイレ・駐車場・

道案内施設 
4,000 ㎡ 国交省 380,000 指定管理者 

158,818

（15 年間）
観音崎公園 12,000 ㎡ 指宿市 

483,600

（国補 199,000）

（起債 213,400）

（市  71,200）

指定管理者 

彩花菜館 809 ㎡ PFI 事業者 206,086 PFI 事業者 － 

※PFI 事業者＝株式会社サニーケープ 

 

表 1-19 道の駅いぶすきにおける前面交通量及び車線数（交通量の単位：台/日） 

道の駅（道路） 
前面交通量（24h） 

車線数 
小型車 大型車 合計 

いぶすき（R226） 12,873 1,141 14,014 2 

 

 

（iii）支援方策（案）について 

道の駅の地域側施設の設置者は、市町村または市町村に代わり得る公的な団体とされているこ

とから、地方公共団体や第三セクターによって、設置され、管理・運営されるものが大半を占めてい

るのが現状です。しかしながら、事例からは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資

金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法である PFI 事業（道の駅「針テラス」、道の駅「い

ぶすき」）や、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設である公の施設に

ついて、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民サービスの質の向上を図って

いく手法である指定管理者制度（道の駅「日和佐」）の活用がみられました。 

事例調査した道の駅では、道路管理者が所有する土地の上に、民間事業者の費用負担によっ

て、物産館などの施設が整備され、その管理・運営が行われています。このことから、民間事業者

によって、施設（建築物部分）が整備されるのであれば、その整備費用に該当する部分への支援

が必要であると考えます。 

また、民間事業者の支援方策としては、新しい形態で道の駅整備への提案が考えられます。例

えば、既に運営している道の駅に隣接する土地を購入し、その土地で収益の見込まれる事業を展

開することが考えられます。収益を見込める事業の案としては、既存の施設にもありますが、地域

特産品の販売施設、上質な休憩空間を提供するための温浴施設などが考えられます。また、道の

駅「針テラス」で実施されているような果実の収穫を体験できる施設（観光イチゴ園）などもそのひと

つでしょう。また、地域活性化や雇用促進の観点からも、施設面積を拡充することで、自由な事業

展開や多様で積極的に関わっていくことができます。これらへの支援としては、道の駅の利便性の
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向上につながるとともに、地域活性化に貢献することから、道の駅の休憩施設周辺で事業を行うこ

とのできる用地の取得や、建築物の整備を行うための整備全般に対する支援が考えられます。 

そのほか、道の駅事業への支援方策を検討するにあたっては、新規の道の駅事業を対象

とするだけではなく、平成 26 年 4 月 4 日現在 1,030 駅の登録があることからも、既存施設

の更新や維持管理における支援方策を検討していくことも必要となります。あわせて、道

の駅は、地域に密着した施設であることから、中小の事業者によって休憩機能周辺の施設

整備及び運営がされることが想定されるため、主に中小の事業者を対象とした支援方策の

検討が必要です。 

 

図 1-54 新しい形態の道の駅整備イメージ図 

 

①新規事業への支援方策 

地域活性化への貢献が期待されている道の駅は、今後も円滑に整備されるとともに、安

定した運営がされる必要がありますが、地域に密着した施設であることが多く、そのため

地元の中小の事業者によって事業が展開されることが推測できます。このことから、民間

事業者の費用負担のみに頼った整備を行うのではなく、公共的な機関等による支援が必要

です。民間事業者においては、道路管理者によって整備される部分以外である、商業施設

等を整備することが考えられるため、土地取得費及び施設建設費へ充当する資金が必要と

なります。この資金についての支援方策について検討するとともに、既存の制度などを活

用した負担軽減方策の検討を行いました。 

 

（a）低利融資 

道の駅は、地域に密着した施設が多く、地元の中小の事業者によって施設整備や管理・

運営がされること多く見受けられます。このため、自己資金では、事業へ参入するため

の施設整備費用の調達や、施設の更新費用の調達が困難な事業者も存在するでしょう。

中小の事業者では、社会的信用力の面から、低利融資をしている民間金融機関からの借
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入ができない場合も想定できます。このような場合、公的な機関、例えば、従前の融資

制度である「道路開発資金制度」のような制度による低利融資の実現を図ることが考え

られ、当該制度においては、平成 5 年度より貸付対象事業として、道路機能の向上に寄

与するとともに、地域活性化への貢献するものとして、資金面での支援が行われていま

した。 

仮に、民間金融機関から借入れをする際にも、社会的信用力の面で低利融資がかなわ

ない事業がいることと思われます。このように、低利融資の実施要件に該当しない中小

の事業者に対する信用力の補完ができるような公的機関のサポートとしての支援方策も

考えていく必要があります。 

 

（b）出資 

特定の事業を行うことを目的として地方公共団体による出資のもと、第三セクターが

設立されることがあります。例えば、事例では、道の駅「日和佐」が該当し、今後、支

援対象とする事業者を想定すると、比較的中小の事業者が新規参入を目指す場合に有効

です。出資は、即座に資金回収というスキームが生じるわけではないので、事業が軌道

にのった段階で、事業者が当該出資を還元することが可能です。また、配当によって還

元する方法もあります。 

 

（c）信用保証支援 

道の駅「針テラス」や道の駅「いぶすき」は、商業施設部分についての施設整備のた

めの費用は、民間事業者が負担しています。このことから、当該事業にかかる部分を民

間金融機関から資金調達することが想定されますが、比較的中小の事業者の参入する場

合には、借入に関する支援方策が必要であると考えます。中小の事業者が、民間金融機

関からの借入をする場合には、信用力を基に審査されるとともに、信用力に応じた金利

差が生じる可能性もあります。このため、信用を保証するという観点から、事業計画の

作成補助や計画事項へのアドバイスをするなど、（民間）融資機関から審査判定を受ける

ためのサポートを行うことで、事業者側の資金調達の円滑化のためのサポートすること

が考えられます。 

 

（d）道の駅環境基盤（駐車場）整備支援 

民間事業者によって、商業施設の施設整備や管理・運営がされるのは、道の駅と位置

づけられた敷地内となりますが、国及び地方公共団体によって整備されています。環境

基盤という観点からは、現行でも、国や地方公共団体によって、道路区域とされている

駐車場等の休憩施設についての負担がされています。これらの整備は、集客に備えた環

境基盤の整備と考えることができることから、国や地方公共団体で、これらの整備を積

極的に行うことが支援方策となります。 
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（e）公園事業との一体整備支援 

道の駅「いぶすき」の事例をみてみると、公園と一体となった施設となっています。

公園には、人が集まる素養があることに加え、公園を整備する際には、補助金を活用す

ることができるため、民間事業者への支援方策として、公園との一体整備を支援してい

く方策が考えられます。また、公園整備事業においても、駐車場が整備されるので、当

該施設を利用することができれば、民間事業者において駐車場を整備することが不要と

なります。これらのことから、駐車場などの基本となる施設を国や地方公共団体によっ

て整備することが、民間事業者の支援につながります。また、補助金のほか、交付金を

活用することも支援につながります。 

 

②既存施設への支援方策（施設の更新・維持管理支援、追加駐車場整備支援） 

地域活性化への貢献が期待されている道の駅は、今後も魅力ある施設であることが必要

であり、採算が取れる施設となるよう努力していくことが求められます。しかしながら、

施設の定期的メンテナンスや老朽化を改善するなど、魅力ある施設を維持していくために

は、維持管理費や更新費等の支出が予定されます。新規事業への支援策だけではなく、維

持することや更新することに関して、また、より良い施設とするため駐車場面積の拡大時

における支援方策について検討しました。 

 

（a）低利融資 

施設の更新や追加で駐車場整備をしたいと考えている事業者に対して有効な手法です。

ただし、民間金融機関からの借入を民間事業者が自ら行う場合は、信用力に関する公的

機関のサポートが伴うことが支援につながります。 

 

（b）出資 

地域活性化への貢献が期待されている道の駅は、今後も魅力ある施設であることが必

要です。しかしながら、比較的中小の事業者によって事業が行われていることを鑑みる

と、更新に伴う費用の全額を自己資金で賄うことは難しいと考えられます。したがって、

このような民間事業者に対しては、出資するという支援が考えられます。出資側におい

ては、即座に資金回収というスキームが生じるわけではありませんが、株式を保有する

ことから、業績が好調であれば配当による還元が得られることとなります。また、既存

施設を対象とすることから、採算性への見通しができます。出資金の回収は、出資から

数年後に事業者に株式を買い取ってもらうことが想定できます。 

 

（c）信用保証支援 

前述のとおり、道の駅は地域と密接にかかわりがあることから、参画している民間事

業者が中小の事業者であることが多くなっています。このため、民間金融機関からの借
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入を想定した場合、信用力によっては、借入が困難であるケースも想定されます。施設

更新などの計画を評価するなど、事業者の信用力を担保できるサポートをすることが支

援につながります。 

 

（d）指定管理者制度の活用（運営支援） 

民間事業者が道の駅を運営していく場合には、その規模にもよりますが、相応の運営

資金の調達が必要な場合があります。民間事業者を支援するひとつの方策として、道の

駅「日和佐」の事例のように、地方公共団体において建物等の施設整備を行った後、指

定管理者制度を活用して、民間事業者に運営を任せることが支援方策になります。 

 

（e）PFI 事業の活用（運営支援） 

これまでの事例道の駅「針テラス」のように、民間事業者によって施設整備から管理・

運営までを手がけるという民間活力活用の手法である PFI 事業による支援が考えられま

す。PFI 事業は、民間資金を活用しようという考え方からきた制度となりますが、国や地

方公共団体との協力体制を構築し、駐車場等の周辺環境を整えるなどすることで、施設

運営の収益は向上すると思われることから、支援に資する方策となります。 

 

２）SA/PA 事業の活用 

高速道路上に整備された休憩施設である SA/PA は、連続的な高速走行からの疲労や緊張

を解きほぐすとともに、運転者の生理的要求を満たし、旅行の安全や快適性を高める効果

があることから、道路管理上必要な施設です。高速道路株式会社法第 5 条 3 項より、高速

道路会社は、高速道路の通行者又は利用者の利便に供するための休憩所、給油所その他の

施設の建設及び管理を営むこととされています。また、日本の高速道路は、出入制限を有

する有料道路です。このように、出入制限がある道路では、休憩のために一時的に流出す

ることは考えにくく、高速道路内への休憩施設の整備は道路管理上の観点から必要な施設

であるため、休憩施設は適当な間隔をもって配置する必要があります。このような休憩施

設である SA/PA は、わが国最初の高速道路（名神高速道路、栗東～尼崎：71km）が昭和

38 年に開通してから、着実に整備されてきた施設です。 

最近の SA/PA は、休憩施設というだけではなく、大規模な駐車スペースとともに、大規模な物

販・飲食施設、農産物直売所などを設けるなど、通過する目的の休憩施設としての機能だけでは

なく、地域特性を活かした魅力的な出店が促進されています。このため、今日においては、高速道

路を利用すると同時に、SA/PA へ立寄ることが旅行の目的のひとつとなるようになり、地域活性化

に寄与する施設との認識も高まりつつあります。こうした国民ニーズに対応するためにも、今後の

SA/PA は、さらなる利便性の向上、地域活性化へ寄与する施設であることが求められてくるでしょう。

このためには、周辺土地を活用した施設の拡充などの、新たな施策の展開も必要です。 
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一方で、都市内高速道路網においては、長距離走行が想定されていないため、その休憩施設

の大半は、比較的小規模な駐車場及びトイレ施設、商業施設となっています。また、市街地を通過

する高速道路であるため、周辺土地はすでに他用途に利用されており、周辺土地を利用した PA

機能の拡充を図ることは困難です。このことから、都市内高速道路利用者の利便性を向上させるた

めに、周辺施設を活用するという新たな方策の検討が必要となります。 

このような観点から、今後の SA/PA 事業の展開について、民間活力の活用機会や、その支援

方策についての検討を行いました。 

 

（i）SA/PA 拡充方策（案）（部会提案事項） 

地方部に及ぶ高速道路上の SA/PA は、高速道路走行時の休憩施設としての機能だけではなく、

民間の経営ノウハウを最大限活用しながら、利用者サービスの向上を図り、また、地域の特性を活

かした魅力的な店舗の出店を促進するなど、目的地への通過点ではなく、SA/PA に立寄ることを

目的とする利用者が増えてきました。 

地方公共団体においては、高速道路利用者の利便性の向上や、地域産業の振興等において

高速道路会社との協力関係を構築するため、包括的提携協定を締結し、観光を含めた多様な連

携事業の実施が模索され、各所において地域活性化に資する取組みも展開しています。また、高

速道路会社においても地方公共団体と連携を図りながら、地域活性化のための工夫や高速道路

料金施策を行うとともに、地域イベントを掲載した SA/PAにおけるパンフレット配布や、インターネッ

トによる情報提供など、観光を軸とした高速道路の利用促進を図っています。さらに、一部の

SA/PA では、一般道からの利用者への開放もしていることから、地域活性化の拠点としての傾向

が強まってきています。 

今後も、高速道路では、SA/PA を地域活性化の拠点としての機能を高めていくため、地域の特

性を活かした魅力的な施設を展開していくとともに、高速道路利用者だけでなく、一般道からの来

訪者も利用可能とする取組みなどを推し進めていくことも重要となってくる思われます。なお、より

地域に人が集まる空間を創出するためには、民間活力の活用といった観点からも、民間事業者参

入の機会の創出や、意見を取り入れるなど、地域との連携を図っていくことが必要です。 

 

①SA/PA の管理・運営について（東日本高速道路株式会社の場合） 

東日本高速道路株式会社を例にとると、日本道路公団（JH）の民営化（平成 17 年 10 月）

以前の SA/PA は、財団法人によって管理・運営されていました（第三セクターが管理・運

営する一部の SA/PA を除く）。民営化に際し、SA/PA に関する資産、業務、債務その他の

権利義務は、財団法人から東日本高速道路株式会社に承継されました。東日本高速道路株

式会社は、SA/PA 事業に直接関わりつつ、かつ、管理・運営を専門的・効率的に行うため、

東日本高速道路株式会社の 100%出資の完全子会社としてネクセリア東日本株式会社を設

立し（平成 17 年 12 月 8 日）、SA/PA 事業を開始させています（平成 18 年 4 月 1 日）。こ

のときに、これまで道路法上の道路であった SA/PA は、道路区域外とされ道路法の規制が
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外れました。現在の道路区域は独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の資産（機

構資産）、道路区域外は東日本高速道路会社の資産（会社資産）となっています。 

※中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社の場合、SA/PA 関連事業等実施会

社は下記図表を参照。 

※一方、首都高速道路の PA については、商業施設等が設置されている部分についても、道

路区域として取扱われており、この PA は、首都高速道路サービス株式会社（首都高速道

路株式会社 100%出資）によって、管理・運営がされています。 

 

表 1-20 東・西・中日本高速道路株式会社 3 社の SA/PA 関連事業等実施会社 

東日本高速道路株式会社 ネクセリア東日本株式会社 
中日本高速道路株式会社 中日本エクシス株式会社 
西日本高速道路株式会社 西日本高速道路サービス・ホールディングス株式会社 

 

②既存の SA/PA 事業手法について（ネクセリア東日本株式会社の場合） 

例えば、東日本高速道路会社管内の SA/PA の商業施設部分は、ネクセリア東日本株式会

社によって管理・運営されています。その資産区分をみてみると、駐車場・通路、トイレ

は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の資産であり、園地、営業施設等につ

いては、東日本高速道路会社の資産となっています。 

なお、ネクセリア東日本株式会社は、100%出資を受けている親会社である東日本高速道

路会社から施設を貸借し、飲食・物販施設の管理・運営をしています。自らの商業施設の

営業のほか、出店しているテナントからは賃貸料収入を得、施設に応じた賃貸料を支払っ

ています。 

駐車場

トイレ

給油所

飲食・物販施設

道路区域外道路区域区域

会社資産会社資産機構資産機構資産機構資産資産区分

営業施設等園地等トイレ駐車場・通路園地等種別

道路区域外道路区域区域

会社資産会社資産機構資産機構資産機構資産資産区分

営業施設等園地等トイレ駐車場・通路園地等種別

 

図 1-55 SA/PA 資産区分イメージ図 
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③SA/PA に関する権利関係について 

SA/PA 敷地内には、①レストラン・売店等の営業施設の建物、②駐車場、③トイレ・電

気室等の建物があります。ここでは、日本道路公団（JH）の民営化前後での権利関係につ

いて調査しました。 

 

（a）民営化前の権利関係 

民営化前は、SA/PA の敷地は全て日本道路公団（JH）が道路区域として所有していま

した。営業施設であるレストラン・売店等の建物敷地は、財団法人が占用し、建物は財

団法人が所有し営業活動が行われていました。 

 

（b）日本道路公団（JH）民営化後の権利関係 

日本道路公団（JH）民営化にあたっては、土地・建物の所有者は同一であることを前

提とした資産評価手法が検討され、その結果、レストラン・売店等の営業施設の敷地及

び建物は、高速道路会社が所有することとなりました。 

また、民営化前では、全ての敷地が道路区域とされてきましたが、民営化に際し、営

業施設等部分の高速道路会社が所有する部分については、道路法の適用をうけない道路

区域外として位置づけられることになりました。民営化にあたっては、財団法人の保有

していた SA/PA にあるレストラン・売店等の建物部分については、事業譲渡資産 278 億

円で承継されました（東日本･中日本・西日本高速道路株式会社及びその子会社との譲渡

価格）。 

東日本高速道路株式会社では、民営化以前は、財団法人によって管理・運営がされて

いた SA/PA ですが、現在は、100%子会社であるネクセリア東日本株式会社が管理・運営

を行っており、東日本高速道路株式会社が保有する SA/PA にある土地・建物を貸借し、

主にテナントマネジメントによる事業展開を図るという事業スキームとなっています。 
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図 1-56 民営化前後の権利関係 

資料：国土交通省 HP（SA/PA 資産の評価） 

 

④地方部に及ぶ高速道路の事業構造 

地方部に及ぶ高速道路において事業を展開している東日本･中日本・西日本高速道路株式会

社は、高速道路の通行料金の設定では利潤を求めないこととされているため、SA/PA 事業による

収益が、経営を支える重要な基盤となっています。しかしながら、この 3 社の収益・費用構造をみ

てみると、営業収益の約 74%は高速道路料金収入等で構成されています（平成 22 年度決算）。こ

の営業収益のうち、約70%を道路資産賃借料として高速道路機構に支払い、残りの約30%を適切

な道路管理に充てていますが、収益の構造をみてみると、多くが料金収入等となっており、休憩施

設等事業による収益は、全体収益の約 1%程度にとどまっていることから、この収益を上げていくこ

とが必要となってきます。 

一方、JR 東日本では、オリジナル商品や新業態店舗を積極的に展開し、魅力的な商業空間を

生み出し、駅の価値最大化を図るため「エキナカ」が活用されています。「エキナカ」では、駅と一

体化した商業空間である「ecute」や、駅構内のショッピングモール「Dila」などの展開が図られてい
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ます。当該事業は、駅スペース活用事業と位置づけられており、営業収益をみてみると 339 億円あ

ります。運輸事業を含む JR 東日本全体の収益は、3,600 億円であることから、駅スペース活用事

業の営業利益は、全体収益の約 9.4%を占めていることとなります（平成 23 年度決算）。 

また、JR 東日本では、運輸業務以外に、「エキナカ」を含む駅スペース活用事業のほか、「ルミ

ネ」や「アトレ」などのショッピング・オフィス事業、「ホテル」「クレジット事業」を含むその他事業を実

施しており、生活サービス事業と位置づけています。また、鉄道用地等を貸し付けた際の土地・建

物・高架下貸付料、駅構内や車内で小売・飲食業等を行っている営業者からの構内営業料、車内

ポスターなどの掲出から得られる広告料などからなる運輸附帯収入と駅ビル等を運営する会社か

らの不動産賃貸料、宅地や住宅などの分譲土地建物売上高などからなる関連事業収入をあわせ

て、生活サービス事業に係わる収入としています。この生活サービス事業収入は、エキナカビジネ

スが展開された平成 17（2005）年より、運輸業の 30%以上を占めるようになりました。 

今後、人口減少や大幅な経済成長が見込めないわが国の社会情勢を考えると、高速道路利用

者は減少するものと推測することができ、高速道路料金収入は減少していくものと思われます。高

速道路料金収入の減少は、適切な維持管理にも影響を及ぼすことからも、魅力的な SA/PA 事業

の展開をはかり、高速道路利用者の減少を防ぐとともに、一般道からも気軽に立寄ることができる

環境整備を図るなど、SA/PA 事業の収益を押上げる方策の新規開拓が、今後の持続的で適切な

道路管理へとつながるものと思われます。このため、今後の SA/PA 事業においては、地域と一体と

なり地域活性化を図ることのできる施策の展開が必要です。また JR 東日本の運輸業以外での収

益確保同様に、事業展開の方向性をシフトしていくことが必要です。 

 

 
図 1-57 NEXCO3 社の収益費用構造（平成 22 年度決算） 

資料：国土交通省 HP 
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図 1-58 JR 東日本 セグメント別の業績状況 

資料：JR 東日本 

 

図 1-59 JR 東日本グループの連結売上高（外部売上高） 

資料：JR 東日本 

表 1-21 生活サービス事業関連事業が運輸業に占める割合（JR 東日本） 

年度 運輸業（A）
生活サービス
事業関連（B）

合計（C） B/C（％）

1993 18,617 4,815 23,433 20.5%
1994 18,378 6,101 24,479 24.9%
1995 18,390 6,341 24,732 25.6%
1996 18,559 6,577 25,137 26.2%
1997 18,362 6,785 25,148 27.0%
1998 18,089 6,746 24,835 27.2%
1999 17,990 7,038 25,029 28.1%
2000 18,056 7,403 25,460 29.1%
2001 17,695 7,537 25,433 29.6%
2002 18,004 7,652 25,656 29.8%
2003 17,981 7,441 25,422 29.3%
2004 17,817 7,557 25,374 29.8%
2005 18,054 7,869 25,923 30.4%
2006 18,253 8,319 26,573 31.3%
2007 18,577 8,458 27,035 31.3%
2008 18,319 8,650 26,969 32.1%
2009 17,579 8,157 25,737 31.7%
2010 17,219 8,154 25,373 32.1%  
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⑤SA/PA を活用した地域活性化施策 

地方に及ぶ SA/PA は、休憩施設というだけではなく、大規模な駐車スペースとともに、

地域性を生かした大規模な物販・飲食施設、農産物直売所などを設け、その充実を図る

工夫がされています。 

東日本高速道路株式会社では、「旅の途中に立寄ってほっと一息つける場所」、「旅の途

中で楽しく過ごせるにぎわいの場」として、PASAR（パサール）という SA/PA を展開し

ています（幕張（上り線、下り線）、羽生（下り線）、三芳（上り線））。また、日常から

離れた安らぎ空間を提供するというコンセプトをもつ星の王子様 PA（寄居 PA 上り線）

や、ドラマチックエリアとして、地域の特色を活かし、旅のドラマを演出するなど、地

域との連携を図りつつ、魅力ある、旅の楽しみを演出する SA/PA を積極的に展開してい

ます。このことから、目的地への通過点としての休憩施設ではではなく、SA/PA に立寄

ることを目的とする利用者が増えてきました。 

また、中日本高速道路株式会社では、談合坂 SA（中央自動車道：下り）及び海老名 SA

（東名高速道路：上り）を、複合商業施設「EXPASA(エクスパーサ)」として、SA を単

なる移動の通過点から、目的地として選ばれる SA となるべくリニューアルオープンさせ

ました。「EXPASA(エクスパーサ)」は、人気店舗を多数導入することでグルメ・ショッ

ピングゾーンの更なる充実をはかるとともに、ゆとりある快適空間の創造、ぷらっとパ

ーク※の整備、地産地消推進による地域交流の活性化など、商業施設がもつポテンシャル

を徹底的に追求していくというコンセプトがあります。 

このように、既存の SA/PA を活用し地域活性化を図っていく場合には、訪れる楽しさ

を積極的に PR するとともに、地域に人が集まる空間を創出し、利便性の向上や、当該地

域の魅力を向上させることが必要です。より地域に人が集まる空間を創出するためには、

民間事業者の意見を取り入れ、地域で連携を図っていくことが必要です。 

※ぷらっとパーク：一般道からでも利用できるように出入口付近を整備している SA/PA の名称 

 

図 1-60 寄居 星の王子様 PA(上り線) 

資料：東日本高速道路株式会社 
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表 1-22 星の王子様 PA（寄居 PA 上り線）施設概要 

寄居 SA（上り線）：関越自動車道 

■トイレ：男：大8／小18、女：34 
■駐車台数：大型：47／小型：78 
（身障者用：小型：3） 

OPEN：平成22年6月30日 
延床面積：約290㎡ 

・レストラン：『ル・プチ プランス』8：30～21：00（20：30 ＬＯ）【休日】8：30～21：00（20：30 ＬＯ） 
・サテリット：11:30～20:00（ベーカリー、オムライス専門店、、ソフトクリームショップ） 
・ショッピングコーナー 『五億の鈴』：8:30～21:00 
・自動販売機コーナー 
・カフェ 『サン=テグジュペリ』：11:30～20:00 

資料：東日本高速道路株式会社 

 

表 1-23 談合坂 SA 施設概要 

談合坂 SA（上り線）：東名高速道路 談合坂 SA（下り線）：東名高速道路 

  

■トイレ：男大１４／男小４４ 

女８２／身障者用４ 

■駐車台数：大型５１台／小型４５８台 

（身障者用：大型３台／小型８台） 

■トイレ：男大２１／男小４３ 

女８３／身障者用２ 

■駐車台数：大型３７台／小型３２１台 

（身障者用：大型１台／小型６台） 

資料：中日本高速道路株式会社 
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図 1-61 EXPASA(エクスパーサ) 談合坂下り施設概要 

資料：中日本高速道路株式会社 

 

表 1-24 海老名 SA 施設概要 

海老名 SA（上り線）：東名高速道路 海老名 SA（下り線）：東名高速道路 

  

■トイレ：男大２３／男小５９ 
女９２／身障者用４ 

■駐車台数：大型８９台／小型４４１台 
（身障者用：大型１台／小型６台） 

■トイレ：男大２３／男小６２ 
女１１０／身障者用４ 

■駐車台数：大型１１６台／小型４１４台 
（身障者用：大型１台／小型７台） 

資料：中日本高速道路株式会社 
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図 1-62 EXPASA(エクスパーサ) 海老名上り施設概要 

資料：中日本高速道路株式会社 

 

⑥SA/PA の拡充（案）の提案とその形態 

これまで、SA/PA では、地域性を活かした大規模な物販・飲食施設、農産物直売所な

どの充実を図る施設や、地域との連携を図りつつ、魅力ある、旅の楽しみを演出する空

間を提供してきました。これらの施設は、敷地も広く、多くの利用者が立寄ることので

きる、比較的大規模な SA/PA で取組まれてきていますが、SA/PA の中には、比較的小規

模のものもあり、そこでは、本来目的である休憩に重点がおかれ、魅力のある、旅の楽

しさを演出する施設が少ない状況にあります。 

しかしながら、地方部及び高速道路の SA/PA 周辺には、遊休土地が多くあることから、

SA/PA 機能を充実させていくためは、敷地の拡充を図り、幅広い事業展開をすることが

可能です。比較的規模の小さい SA/PA については、下図の拡充部分のように、新規施設

を構築することで、SA/PA 規模の拡大を図ることができると考えられ、拡充部分によっ

て新規事業を行うことができれば、今まで休憩施設としての機能に重点がおかれていた

SA/PA においても、物販・飲食施設、農産物直売所などの店舗や取扱商品を増やすこと

ができるため、利用者にとって充実した施設となります。拡充部分においては、既存の

SA/PA では展開できなかった新施設などを作ることも考えられ、この場合、新たな魅力

を創出し、訪れることが楽しみとなる施設となるための工夫が必要です。 

拡充部分は、整備主体によって運営されることも想定でき、例えば、飲食スペースを

設置し、タイや台湾などの屋台村の再現や、周辺のご当地グルメを集めた飲食や物販な

ど、様々な用途に利用できるスペースとすることが考えられます。また、飲食以外では、

上質な休息時間を演出するための諸外国のマッサージやエステなどを体験できる施設な

ども考えられます。 
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このように、自由な発想や創意工夫をこらした施設の拡充を図ることで、より魅力あ

る SA/PA となるとともに、休憩施設としての機能も拡充されることとなります。雇用機

会の増加に繋がれば、地域に貢献できる施設となります。また、外部からの出入が可能

となれば、より一層の地域活性化効果を生じさせる施設となることも想定できます。 

施設の拡充を図る際には、駐車場が充分に確保できない場合もあると思われますが、

既存の SA/PA には駐車場が整備されているため、これを活用することができるという利

点もあります。このように、用地を充分に確保することが難しい場合でも、ある程度の

拡充部分の整備はできる SA/PA は多くあると思われます。 

なお、民間事業者が施設拡充の事業主体となる場合には、既存の SA/PA との接続方法

について、当事者間で協議する必要があります。 

拡充部分の駐車施設については、SA/PA に整備されている部分を活用する方策と、新

規に駐車場整備をすることが考えられます。SA/PA の駐車施設を活用する場合には、拡

充部分が SA/PA に隣接するものと、少し距離をおいて整備する場合の 2 通りが考えられ

ますす。隣接する整備がされた場合には、人の往来を可能とすることが必要であり、ま

た、少し距離のある拡充部分を整備する場合には、駐車施設を拡充施設側で整備するこ

とが考えられます。また、SA/PA のものを活用する方法も考えられますが、独立行政法

人日本高速道路保有・債務返済機構の資産であることから、協定を締結するなどの必要

があります。 

 

拡充部分

高速道路本線

道路会社
or

民間事業者

SA/PA
駐車場

① 駐車場は SA/PA のものを利用 

図 1-63 拡充部分の形態（案）１ 
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駐車場

給油所

飲食・物販施設

拡充部分

トイレ

トイレ

駐車場

給油所

飲食・物販施設

拡充部分

トイレ

トイレ

② －１ SA/PA に隣接 ③ －２ SA/PA に近接 

図 1-64 拡充部分の形態（案）２ 

 

 

⑦支援を受けていると考えられる個所とその考え方 

権利関係が明らかとなったことから、現在 SA/PA 事業を展開している事業者が、支援

を受けていると考えられる箇所とその考え方を整理しました。 

 

（a）敷地内整備（駐車場）の充実 

ネクセリア東日本高速道路会社が営業している SA/PA には、道路区域として機構が保

有している駐車場が備わっています。この駐車場が整備された環境を用いて、ネクセリ

ア東日本株式会社は、東日本高速道路株式会社が所有する建物部分に対して賃貸料を支

払い、主にテナントマネジメントで収入を得るなどの事業を展開しています。このこと

から、集客用の受け皿ができている場所で、事業展開が図れているということができま

す。また、出入制限のある高速道路上における休憩施設において、運営主体としては競

争力が働いておらず、いわば、独占的に事業を展開できている施設となっています。ま

た、敷地内には、休憩施設利用者のための駐車場が整備されており、当然のことながら、

商業施設利用者も利用できるため、この部分について支援を受けているという考え方が

できます。 

 

（b）既設環境（建物）の充実 

SA/PA は、昭和 38 年に高速道路が開通した日本道路公団時代より、着実に整備されて

きた施設です。営業施設及び敷地については、民営化に伴い、高速道路会社の所有にな

りましたが、当該建物は、すでに整備されており、この施設を用いて、直営事業やテナ

ント事業者による営業をしています。このため、ネクセリア東日本株式会社は、初期投

資することなく、また資産を保有することなく SA/PA にて事業を行うことができている

ことについて、支援を受けていると考えることができます。 
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（c）信用基盤の確保 

ネクセリア東日本株式会社は、資本金 15 億円を東日本高速道路株式会社が 100%出資

している子会社であることから、資金調達を容易とする社会的信用力を有している企業

です。経営状態などにもよりますが、一般的に、企業が民間金融機関から資金調達をす

る場合には、社会的信用力に応じた審査がされ、また、金利が決められます。社会的信

用力が相当あると判断されると、資金調達を優位に進めることができます。このことか

ら、ネクセリア東日本株式会社は、バックグラウンドでの支援を受けているという考え

方ができます。 

nexco東日本

所有の土地

土地購入

施設整備
（建物など）

建物貸借
（所有者：nexco東日本）

営業収益
（テナント料など）

ネクセリア東日本 新規参入企業

営
業
の

基
盤
と
な
る
部
分

営
業
努
力
部
分

民間資金での
整備が必要

民営化以前に
整備された

基盤に差があるため、
同様の事業を運営する場合でも負担が同一ではない

建物賃貸料

営業収益
（テナント料など）

元本・利息返済

・初期投資必要
・資産を保有

・初期投資不用
・資産は保有しない

 

図 1-65 事業の基盤について 

 

⑧支援方策（案）及びその対象企業・事業の考え方 

民間事業者が、既存の SA/PA 拡充部分に参入できた場合のことを考えると、土地取得や

施設を整備するための建築費などの初期費用がかかり、資産も有することになります。一

方、ネクセリア東日本株式会社は、既に整備された施設を有する会社から貸借を受けて事

業を行っています。したがって、既存事業者であるネクセリア東日本株式会社と新規に参

入する企業とでは、営業の基盤となる部分に差が生じていると考えることができます。 

このことから、この差を解消するための支援方策及びその対象となる考え方を整理する

とともに、新規参入企業がネクセリア東日本株式会社と同程度の基盤で事業が展開できる

ような方策についての検討をしました。 

 

（a）低利融資 

自己資金では、新規参入が難しいと考えられる場合に有効であるとともに、中小の事

業者では、低利での融資をしている民間金融機関からの借入ができない場合に効力を有
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します。融資は、回収しなければならないため、社会的信用力の比較的安定している事

業者が想定できますが、中小の事業者でも低利融資を受けられるような公的機関のサポ

ートを受けることで、信用力の補完ができるような支援も考えられます。 

従前の制度では、国の貸付金（道路整備特別会計）と民間資金（長期の民間資金）を

一体として、民間事業者等が行う道路に関連する公共の利益に資する事業に対して貸し

付けられる融資制度「道路開発資金制度」がありました。この制度は、国費の金利は貸

付期間中の変動がない固定金利であり、民間資金の金利と合わせた低利な合成金利によ

って、貸付対象事業ごとに違う利率を設け、民間事業者等が行う道路の利益に資する事

業に対して貸付がされてきました。昭和 60 年度～平成 20 年度の主な貸付として、東京

湾横断道路建設事業、特定大規模道路用地等取得事業、駐車場等整備事業などがあり、

1,357 件、1,173,208 百万円という融資実績があります。しかしながら、当該制度は、社

会経済情勢や金融情勢の変化を受けて、貸付額、貸付残高ともに減少傾向になるなか、

平成 21 年度をもって新規貸付が停止されることとなりました。 

道路開発資金制度では、SA/PA 事業は、対象となっていませんでしたが、事業の性格

を鑑みれば、道路の高度利用につながる施策であるとともに、公共の利益に資する事業

であることから、貸付の対象として位置づけられることが可能であった事業であると考

えられます。そこで、民間事業者が SA/PA 事業への参入を希望する場合には、これと同

様のシステムがあれば、民間事業者への支援につながることとなります。 

 

（b）出資 

比較的中小の事業者が、新規参入を目指す場合に有効です。出資は、即座に資金回収

というスキームが生じるわけではないので、事業が軌道にのった段階で、事業者が当該

出資を還元することが可能です。また、配当によって還元する方法もあります。 

 

（c）信用保証支援 

出資や低利融資の要件に該当しない場合などにおいては、民間金融機関からの借入れ

を希望する事業者の存在が想定できます。民間金融機関からの借入では、企業等の包括

的な債務返済能力に対する審査を受けることになりますが、審査に通らなければ融資を

受けることはできません。株式会社日本政策金融公庫では、中小企業の借入等にかかる

債務の保証についての保険の受付をしており、主に地方銀行では、この信用保証協会に

参加しています。信用補完制度の仕組みは、信用保証協会が金融機関に対して、中小企

業者の債務を保証する「信用保証」機能と、これを国が出資する株式会社日本政策金融

公庫によって再保険する「信用保険」機能が、連結した制度として運営されています。

当該制度は、借入金の返済に対する支援制度となっていますが、例えば、信用を保証す

るという観点からは、事業計画の作成補助や計画事項へのアドバイスをするなど、（民間）

融資機関から審査判定を受けるためのサポートを行うことで、事業者側の資金調達の円
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滑化のためのサポートすることを考えることができます 

 

図 1-66 信用補完制度関係図 

資料：全国信用保証協会連合会 

 

（d）駐車場整備に関する支援 

拡充部分の形態（案）での提案のとおり、新規参入企業が拡充部分において事業を行

う場合、主に、高速道路利用者による利用を想定していることから、駐車場の整備は必

要となります。しかしながら、敷地内での駐車場整備を行わず、機構が所有している駐

車場を、既存 SA/PA を利用する以外の人にも開放するという支援策も考えられ、事業者

側としては、土地取得費用・整備費用の低減を図ることができます。 

また、高速道路会社との協議が必要となりますが、新規参入企業の敷地に新規に駐車

場整備する場合には、当該駐車場部分のみを道路区域とすることで固定資産税の免除措

置を講じるなど、駐車場整備に関する支援が考えられます。ただし、新規で整備する駐

車場は、新規参入企業によって営業される施設への来訪者による利用を目的として整備

することから、高速道路利用者のためや一般公共の用に供される駐車施設とする位置付

けにするなど検討する必要があります。 

 

（e）既存事業への影響 

SA/PA の拡充（案）によるネクセリア東日本株式会社以外の民間事業者の出店は、同業

である場合には、既存事業に影響を及ぼすことも考えられます。このことから、高速道路

会社が、民間事業者と協力・連携を図っていく意識を高め、また、地域活性化への貢献す

ることについて、双方における協力関係の構築が重要となります。現在は、高速道路会社
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の子会社によって運営されていますが、一企業による運営であり、よりよいサービス提供

やサービス水準の向上への取り組みを進めていくことに重点をおき、活性化を図る上では、

競争原理を働かせることも必要です。 

また、高速道路利用者の利便性や利用者サービスの向上を図るとともに、一般道からの

利用を可能にするなどの取組みを行い、地域活性化の観点から公共性を評価できる施設が

整備されていくことが必要であるため、民間事業者との協議を充分に行い、利用者からの

意見をも広く聞くなど、工夫しながら事業を展開していくことが重要です。 

 

（ii）高速道路乗継システム（案）（部会提案事項） 

利用者が都市内高速道路を利用する場合の目的は、時間短縮が一番に考えられ、利用す

ることが直接利便性に結びついています。しかしながら、少子高齢化社会が進行し、人口

減少や若者の自動車離れが進んでいくといわれる昨今の社会構造を考えると、今後の高速

道路利用者の減少傾向も加速される可能性があります。 

このような社会構造の変化の中、首都高速道路は、構造物の比率が高く（供用延長 301km

のうち橋梁延長が約237km）、経過年数40年以上の構造物が約90km、30年以上が約140km

あり、構造物の高齢化が進んでいます。また、1 日約 100 万台の自動車が利用しており、都

心環状線や 3号渋谷線の断面交通量は最大 11～13万台／日の膨大な交通量となっています。

大型車交通量は、都内（23 区）道路の約 5 倍であり、重交通を負担することにより極めて

過酷な使用状況にあります。このような構造物の高齢化の進展と過酷な使用状況により、

補修が必要な構造物の損傷が増加しており、今後維持補修費用の増加は避けられない状況

にあります。しかしながら、平成 17 年の民営化の際に大幅なコスト削減が実施され、構造

物の安全性を確保するための最低限の費用しか計上されていないのが現状です。 

首都高速道路には、首都圏の産業や生活を支える大動脈として重要な役割を担う道路ネ

ットワークとしての機能や、将来にわたり永続的に維持し、構造物の安全性を確保してい

く機能が求められています。 

民営化したことに伴い、利用者の減少は道路料金収受にも影響を与え、直接、維持補修

費用へと影響します。このため、首都高速道路においては、さらなる利便性向上を図るた

めの施策を展開していき、一定の利用者を確保していくことや、収益を上げる方策を検討

することが必要とされています。 

平成 24 年 1 月 1 日（日）午前 0：00 より首都高速道路の利用料金が定額料金制から対距

離料金制度に移行したことからも、次に述べるようなスマート PA（仮称）を応用した施策

によって乗継ぎが可能となれば、首都高速道路の抱える駐車スペースと休憩施設の不足だ

けでなく、利用者の利便性の向上や、収益増加のためのひとつの方策となると考えます。

また、こうした国民ニーズに対応するためには、今後の SA/PA は、さらなる利便性の向上、

地域活性化を図ることが求められているものと思います。このような観点から、特に都市

内高速道路における今後の SA/PA 事業展開のひとつとして、高速道路乗継システム（案）
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の導入についての検討を行いました。 

 

①都市内高速道路網の PA の現状について 

都市内高速道路網においては、長距離走行が想定されていないため、その休憩施設の大

半は、比較的小規模な駐車場及びトイレ施設、商業施設となっています。 

例えば、駒形 PA における休憩施設は、駐車スペースは普通車 8 台、大型車 1 台、身障者

用 1 台と、トイレ施設は、男性用は大小各 2 器、女性用は 2 器、飲料自動販売機 4 基とタ

バコ自動販売機１基と小規模なものです。一方、首都高速道路の中でも規模の大きい施設

を有する箇所として大黒 PA があり、普通車 341 台、大型車 59 台、身障者用 4 台と大規模

な駐車スペースがあり、また、トイレ施設は、男性用（大）16 器、男性用（小）30 器、女

性用 45 器と数も多く、飲食店、売店施設等、充実した施設となっています。しかしながら、

都市内高速道路の場合、市街地を通過する高速道路であるため、周辺土地はすでに他用途

に利用されており、周辺土地を利用した PA 機能の拡充を図ることは困難です。このことか

ら、高速道路利用者の利便性を向上させるためには、周辺施設を活用するという新たな方

策を検討していくことが必要と思われます。 

 

表 1-25 首都高速道路株式会社における PA の一例【大黒 PA】 

大黒 PA 入口付近図 大黒 PA 案内図 

  

休憩施設 商業施設 

■トイレ 
男性用(大)１６／男性用(小)３０

女性用４６／多目的トイレ３ 
■駐車台数 

普通車３４１台／大型車５９台 
身障者用４台 

［本館］ 
■軽食：24時間営業 
■売店：6:30～22:30 
■レストラン（2階）： 

（平日10:30～21:00、土日祝10:00～21:30）
■スカイテリア（3階）（7:00～21:00） 
［ベイサイドテラス二番館］ 
■売店（7:30～20:00） 
営業者 (株)ゴールデン・サービス 

資料：首都高速道路サービス株式会社 
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表 1-26 首都高速道路株式会社における PA の一例【駒形 PA】 

駒形 PA 

■トイレ：男性用(大) ２／男性用(小)２ 

女性用２／多目的トイレ１ 

■駐車台数： 

普通車８台／大型車1台／身障者用１台 

■自動販売機：飲料４／たばこ１ 
 

資料：首都高速道路サービス株式会社 

 

②周辺施設を活用した新たなサービス展開について 

（a）スマート PA（仮称）：首都高速道路株式会社 

首都高速道路株式会社では、パーキングが設置されていない区間のトイレ休憩等のサー

ビスを補完することを目的に、ETC を活用したスマート PA（仮称）実験を、平成 21 年 2

月から 4 回にわたり行っています（現在 4 次実施中。平成 25 年 3 月 1 日（金）から平成

25 年 8 月 31 日（土）まで）。スマート PA（仮称）サービスは、首都高速道路の外にある

施設を PA として利用するもので、利用時には、一旦、指定出口から降り、施設（実験当初

は 4 箇所設定）利用後、再度、指定入口から入り直す仕組みです。当該実験は、出入口周

辺にある高架下駐車場や周辺にある民間事業者の施設を利用して行われ、ETC 技術を活用

し、休憩等のために一度首都高速道路を降りても、再利用の際、連続して利用したとみな

すことで、実際には 2 回首都高速道路を利用した場合でも、1 回の利用とみなされて精算さ

れます。この施策では、市街地の有する駐車スペースと休憩施設の不足を解消することが

できます。また、商業施設駐車場の活用によって、消費行動が促されます。 

 

 

図 1-67 スマート PA（仮称）利用の流れ 

資料：首都高速道路株式会社 
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図 1-68 スマート PA（仮称）利用時の高速料金について 

資料：首都高速道路株式会社 

 

 

 

図 1-69 スマート PA(仮称)概要（第 4 次実験） 

資料：首都高速道路株式会社 
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（b）路外パーキング：阪神高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社では、ETC による新しいサービスの社会実験として、平成 21 年よ

り路外パーキング社会実験を実施しています（実験期間：～平成 27 年 3 月 31 日）。実験開

始当初は、阪神高速道路株式会社が実施している“まちかど e サービス会員”に登録した

もののなかで、路外パーキングの利用を望んだ利用者のみに限定してサービスを行ってい

ましたが、平成 24 年 4 月からこれまでの“まちかど e サービス会員”に加えて阪神高速道

路株式会社のグループ会社が運営しているスルーウエイカード会員、および HP の WEB 登

録した利用者を対象として、社会実験が実施されています。 

路外パーキングは、阪神高速道路の外の指定された施設を、高速のパーキングエリアの

ように利用することのできるサービスであり、ETC を使って阪神高速道路を移動している

途中で、一度高速を降りて路外パーキングに指定された施設を休憩などに利用し、再び高

速道路に戻っても 1 回分の高速料金で利用することができます。当該サービスは、PA のな

い場所での休憩を主な目的としており、平成 24 年 8 月現在、大阪地区では、阪急梅田駅駐

車場、大阪ステーションシティ駐車場、神戸地区として新西宮ヨットハーバー駐車場の 3

ヶ所の駐車場が対象となっています。民間事業者が独自に運営している駐車場を利用する

ため、駐車料金及び料金支払い方法は、各駐車場の定める規定に従うこととなっています。 

高速道路利用の自由度の高まりから、高速道路外の駐車場利用の活性化とともに、消費

行動が促されます。 

 

 

図 1-70 路外パーキング概要 

資料：道路行政セミナー2012.8（HIDO） 
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阪急梅田駅駐車場 
大阪ステーションシティ 

駐車場
新西宮ヨットハーバー駐車場

図 1-71 路外パーキング実施箇所 

資料：道路行政セミナー2012.8（HIDO） 

 

③高速道路乗継システム（案）の提案 

首都高速道路株式会社では、ETC 技術を活用し、スマート PA（仮称）施策を展開するべ

く実験をしています。また、阪神高速道路株式会社では、阪神高速道路の外の指定された

施設を、高速のパーキングエリアのように利用することのできるサービスとして路外パー

キングというサービスを提供しています。これらの取組みを応用した施策によって乗継ぎ

が可能となれば、都市内高速道路網の抱える駐車スペースと休憩施設の不足だけでなく、

利用者の利便性の向上や、収益の増加のためのひとつの方策となります。 

 

（a）スーパーへの立寄り 

例えば、自宅の最寄り IC が浦和北 IC であり、首都高を利用して千葉県浦安市に位置す

るレジャー施設を訪れたと仮定します。レジャー施設からの帰路において、首都高を利用

し、自宅に帰ることになりますが、日用品や食料品の買い物のため、スーパーへ立寄りた

いと考えた場合に、毎日の買い物には、与野 IC 近傍にある大型スーパーへ赴くことが多い

ため、この日も与野 IC 付近にある大型スーパーへ立寄ることにします。大型スーパーへ行

くためには、自宅の最寄り IC の浦和北 IC のひとつ先の IC である与野 IC が最寄り IC で

あるため、ここで首都高を降りることになります。このときの利用距離は 44.0km、利用料

金は￥930 円です。通常だと一度降りてしまうと再度首都高速を走行する場合には、また料

金が発生します。しかしながら、買い物に要する 1 時間程度であれば、追加利用料金を支

払うことなく再走行が可能であれば、立寄先である与野 IC から自宅の最寄り IC である浦

和北 IC からの 2.1km の料金￥410 円を払わず、舞浜 IC からの利用料金￥930 円で走行が

可能となり、利用者の利便性は格段に向上します。 
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利便増進施設

大型スーパー
与野IC

利便増進施設

大型スーパー
与野IC

 

図 1-72 舞浜 IC～与野 IC～浦和北 IC 図 1-73 与野 IC 周辺図 

資料：首都高速道路株式会社、国土地理院 

 

（b）百貨店等への立寄り 

自宅の最寄り ICである三ツ沢 ICから、常磐道沿いにある実家へ帰省すると仮定します。

走行中に実家への手土産を購入することを失念したことに気づき、途中での購入を考え、

銀座にある百貨店に立寄ることにします。このとき、三ツ沢 IC から銀座 IC までは 32.4km

あり、利用料金は¥930 円です。銀座での買い物を 1 時間程度で済ませ、再度首都高を利用

して常磐道へ向かうとすると、銀座 IC から三郷 IC までの 23.7km で￥720 円の支払いが

発生します。このような場合においても、買い物に要する 1 時間程度であれば、追加利用

料金を支払うことなく再走行が可能であれば、銀座を立寄先とし、三郷 IC までの利用料金

￥930 円を払わず、連続して走行したとみなされるため、利用者の利便性は格段に向上しま

す。 

 

 

図 1-74 三ツ沢 IC～銀座 IC～三郷 IC 
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資料：首都高速道路株式会社 

（c）商業施設への立寄り 

例えば、自宅の最寄り IC が和光 IC（東京外環道）であり、宇都宮の祖父母の家に出か

けると仮定します。祖父母の家からの帰り道に東北道を利用しますが、途中の佐野藤岡 IC

近くにアウトレットがあることから、立寄ることにしました。立寄る目的は、母に送る財

布を購入するためであり、広い敷地内で買い物を楽しむためではなく、買い物の所要時間

は 30 分程度を予定しています。このとき、宇都宮 IC～和光 IC まで、立寄りをせずにまっ

すぐに帰宅すると 103.0km、3,560 円の料金です。しかしながら、途中の佐野藤岡 IC で高

速道路を降りると、宇都宮 IC～佐野藤岡 IC で 48.0km、1,440 円、佐野藤岡 IC～和光 IC

で 55.0km、2,310 円の合計 3,750 円なので、まっすぐ帰宅する場合に比べると、支出金額

が 190 円増えることとなります。 

現在の料金だと、利用者は、立寄りをする場合には 190 円の支出が発生することになり

ますが、首都高での実験スマート PA（仮称）の仕組みを応用し、一定の時間内であれば、

高速道路を乗継とみなす料金施策が可能となれば、利用者は 190 円を支払うことなく、宇

都宮 IC～和光 IC まで、立寄りをせずにまっすぐに帰宅した場合と同様に、103.0km、3,560

円の料金のみの支払いで足ります。このような、料金施策が行われれば、利用者の利便性

は格段に向上することから、高速道路利用者の増加が見込まれるとともに、本来通過する

地域での消費が発生することとなり、地域活性化に繋がります。この例では、大規模な施

設であるアウトレット施設を対象としましたが、他の施設においても同様の取組みが行わ

れれば、本来通過する地域での消費が増える効果が見込まれるため、地域活性化につなが

ることとなります。 

また、当該アウトレットでは、2009 年 3 月 28 日～2 年間実施された地方部の高速道路利

用料金割引（ETC 搭載車に限り、土・日・祝日の終日、高速道路料金を上限 1,000 円する

施策）が行われていた 5 月の大型連休において、来場者が 1 割程度増加し、プレミアム・

アウトレットの 6 施設における売上げが 1 割増だったといいます。 
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図 1-75 物品の購入の立寄りイメージ 

資料：佐野プレミアム・アウトレット HP 

 

（d）飲食施設への立寄り 

例えば、自宅の最寄り IC が所沢 IC（関越自動車道）であり、湯沢のスキー場に出かけ

ると仮定します。スキー場からの帰り道、せっかくなので名物の水沢うどんを食べて帰ろ

うということになり、途中の渋川伊香保 IC を降りて、立寄ることにしました。あまり長居

しては帰りの渋滞に巻き込まれてしまうため、小一時間、うどんのみを食する立ち寄りと

します。 

このとき、湯沢 IC～所沢 IC まで、立寄りをせずにまっすぐに帰宅すると 157.6km、4,110

円の料金です。しかしながら、途中の渋川伊香保 IC で高速道路を降りると、湯沢 IC～渋

川伊香保 IC で 63.6km、1,850 円、渋川伊香保 IC～所沢 IC で 94.0km、2,820 円の合計 4,670

円となり、途中下車せずに帰宅する場合に比べ、支出金額が 560 円増えることとなります。 

現在の料金体系のもとでは、立寄りをする場合、利用者には 560 円の支出が発生するこ

とになりますが、首都高での実験スマート PA（仮称）の仕組みを応用し、一定の時間内で

あれば高速道路を乗継とみなす料金施策が可能となれば、利用者は、湯沢 IC～所沢 IC ま

で立寄りをせずにまっすぐに帰宅した場合と同様に、157.6km、4,110 円の料金のみの支払

いで済むことになり、上乗せ分の 560 円を支払う必要がなくなります。 

このような料金施策が行われれば、利用者の利便性も向上し、高速道路利用者の増加が
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見込まれます。また、これまで通過地点であった地域への立ち寄りを容易にし、新たな消

費の発生や、地域活性化につながります。この例では、ご当地グルメの飲食を対象としま

したが、他のタイプの施設においても、同様の取組みが可能です。旅行会社や観光バスと

のタイアップなどもその対象となるでしょう。 

 

 

図 1-76 飲食施設への立寄りイメージ 

 

 

④支援方策（案）について 

高速道路乗継システム（案）では、SA/PA 事業のように、既存事業がない（実験中）た

め、支援事例を提供することはできませんが、利便性向上のための活用方策を提案するこ

とが支援のひとつであると考えます。 

乗継車両を確認する手法について、民間事業者の施設側に機器整備を必要とする手法が

とられた場合には、その整備費用へ対する低利融資という支援が考えられますが、事業規

模の大きな事業者においては、その支援が必要でない場合があります。この支援は、中小

企業が対象になることが想定されます。 
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③

 

図 1-77 高速道路乗継システム（案）利用イメージ 

 

（a）民間事業者の関わり方とそのメリット 

高速道路乗継システム（案）を導入する場合、例えば、首都高速道路におけるスマート

PA（仮称）の仕組みを応用する場合には、時間管理の必要上、迎える施設側においても ETC

路側機の設置が必要となります。施設側において、この設置費用を上回る売り上げ増が見

込まれれば、設置を後押しする材料となると考えられますが、小規模施設である場合には、

資金的な支援が必要であると思われます。対象となりえる民間事業者の施設としては、ア

ウトレットや地元名産品店などが考えられ、商業施設としての利便性の向上が図られると

ともに、高速道路利用による来店客の増加、収益の増加が見込まれます。 

また、高速道路事業者においては、利便性向上による高速道路利用者による走行距離の

拡大、利用者数の維持・確保を見込むことができるとともに、民間事業者の駐車施設に入

出庫管理のための ETC 路側装置を設置する場合には、維持管理費を含めた設置ロイヤリテ

ィーとして、（１基の設置につき）売上げの一部還元をうけることも可能となります。 

 

（b）高速道路乗継システム（案）の提案と導入時の課題等について 

高速道路乗継システム（案）については、当該事業を行う上で、民間事業者に一定の負

担が生じる場合には、事業支援としての低利融資という方法が考えられますが、既存の駐

車場の活用などの利用アイデアの提供することも支援方策のひとつとして考えられます。 

利用アイデアのひとつとして、首都高で行われたスマート PA（仮称）実験を参考とした

高速道路乗システム（案）という新たなサービス提供が考えられますが、商業施設側で ETC

路側器などの機器設置が必要となります。実験の際は、機器の設置費用が 300 万円程度必

要でしたが、多くの需要が発生すれば機器コストについては削減が図れます。 
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商業施設側の駐車場における機器の設置箇所ですが、例えば、入口・出口の 2 箇所に整

備した場合には、商業施設側店舗に立ち寄らず、通過するという不正利用が発生する可能

性があります。このため、不正を回避するひとつの方策としては、全体駐車規模の 1 割程

度に専用の駐車マスを作り、駐車時間管理をするという手法が考えられます。1 台管理に 1

基、駐車規模の 1 割に設置することを考えた場合、3,000 台の駐車場がある施設では、300

基の機器整備が必要となります。ETC 管理にはセキュリティーに関する情報があり制約も

多いことから、民間事業者での管理は困難です。このことから、事業スキームを考えてみ

ると、民間事業者では、機器設置にかかる費用の支出と、一定の維持管理費用を高速道路

会社に支払うことが考えられます。また、高速道路利用者の売上げが確認できるのであれ

ば、収益に応じた負担も考えられます。 

不正通行への対策としてシステムを構築することも必要ですが、都心部の百貨店におい

てこの方策を取り入れる場合には、駐車場の混雑が予想されるなど、制限を設けた一定の

乗継時間内に、高速道路本線に戻れない場合も想定できます。また、大型商業施設やアウ

トレットモールなどでは、制限時間が少ないと、買い物の時間が足りないなど、利用に対

する十分な満足度が期待できなくなります。このように、様々な事態を想定し、運用ルー

ルを講じていくことが必要であるとともに、民間事業者との良好な関係を構築していくこ

とが必要です。 

また、旅行会社や観光バスとのタイアップする場合には、一度に多くの客数を見込むことができ

るため、設置施設にとっても魅力ある企画となりますが、小規模施設である場合には、駐車場の収

容力が課題となります。 

 

(３) 民間事業者による道路の維持管理 

近年、国民の価値観やライフスタイルの変化、地域に根ざした特色のあるまちづくりの

進展など、道路を取り巻く環境は著しく変化しており、道路に対する国民のニーズも一層

多様化しています。都市のあり方についても、民間開発への規制を中心としたまちづくり

から、民間企業や市民等による開発後の地域管理を中心とした新たな仕組みの必要性が高

まってきたことから、「エリアマネジメント」と呼ばれるまちづくり活動として各地で先導

的な取組みが展開されています。 

「エリアマネジメント」での取組みでは、住民・事業主・地権者等が、例えば、住宅地

では、建築協定を活用した良好な街並み景観の形成・維持や、広場や集会所等を共有する

人々による管理組合の組織と、管理行為を手掛りとした良好なコミュニティづくりといっ

た自主的に取組んでいる事例があります。また、業務・商業地では、市街地開発と連動し

た街並み景観の形成、地域美化やイベントの開催・広報等の地域プロモーションの展開と

いった取組みもあります。エリアマネジメント活動の要素には、公物等の管理に関する活

動が含まれており、道路管理を今後民間が積極的に担う場合にはその活用が期待されるも
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のと考えられます。さらには、近年、エリアマネジメント活動を通じたグレードの高い公

共空間の形成に対するニーズが高まっており、都市間・地域間競争が一層激しさを増す中

で、都市・地域の魅力を一層高めることが求められてきたことや、自ら関われるグレード

の高い公共空間を形成するとともに、地域へ帰属させることを望む動きが高まってきたこ

とが要因として挙げられます。 

このような中、民間組織によって道路を含めた公共空間の利用や維持管理等も行われて

いることから、道路管理において民間組織を活用することを前提として、支援方策の検討

を行いました。 

 

１）汐留シオサイトにおける取組み 

汐留シオサイトは、東京都によって土地区画整理事業として進められた事業です。当

該事業においては、公共施設（道路、デッキ、地下歩道、横断道）は、土地区画整理事

業費約 1,463 億円で整備されました。このうち、歩行者デッキ、地下歩道は、都市計画

決定がされ、道路として位置づけられています。したがって、当該地域の整備には、地

方公共団体側の費用をもって整備されたこととなります。 

平成 7 年 12 月に発足した「汐留地区街づくり協議会」は、汐留地区再開発プロジェク

ト全体を自然との共生の下に安心・安全で潤いのある街とするため地元住民が主体とな

って設立された組織であり、土地区画整理事業区域内の宅地所有者及び借地権者を会員

とし、また、東京都及び港区を特別会員し構成されました。当該協議会では、グレード

の高い公共インフラ整備について、官民が対等の立場で意見交換が行われました、なお、

任意団体であったことから、東京都及び港区と協議会の間で公共空間の管理協定を結ぶ

ためには新たな法人組織が必要とされ、平成 14 年に「汐留シオサイト・タウンマネジメ

ント」が設立されました。設立当時は有限責任中間法人でありましたが、現在は一般社

団法人となっています。この法人は、公共施設の管理を目的としており、会員は汐留地

区の地権者で構成されています。基金総額は、約 4,300 万円、出資者は全地権者で、延

床面積比率で負担しています。 

当該地区の形成は、民間事業者の敷地内との一体的整備が求められており、この整備

は、東京都によって策定された汐留地区再開発地区計画に位置づけられ進められました。

歩行者空間の整備のひとつであるペデストリアンデッキについては、「汐留地区街づくり

連合協議会」を設置し、部会での検討を行った上で、街並み整備（アーバンデザイン）

における基本コンセプトやエリア・デザインなどを定めた「汐留シオサイト」の街並み

整備計画に基づいて、各民間事業者による負担で、各敷地内の歩行者空間が整備されて

います。建物と一体となる建築費とされるため、ペデストリアンデッキ単体での整備事

業費やその他の支援の享受については明らかになっていませんが、周辺環境を含めた一

体的な整備は、土地区画整理事業を持って、地方公共団体の負担にて整備がされました。
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このため、土地区画整理事業で整備されたデッキとの接続にかかる部分は、民間事業者

による負担があったものの、地域ブランド確立のための支援がされたと考えることがで

きます。 

維持管理費用は、管理協定に基づき官民で分担して負担されています。年間で約 3 億

円となっていますが、このうち行政負担が約 1 億円、民間負担が約 2 億円となっていま

す。民間負担分のうち約 1 億円は、汐留地区内の地下通路（特殊街路港歩行者専用道第 3

号線）で実施されている店舗からの収益と、地下通路の壁面空間を活用した広告事業に

よる収益から充当されています。これは、東京都によって占用許可がされていることに

よって実現していることから、維持管理費の創出に関する支援がされていると考えるこ

とができます。また、地権者負担については、地権者の保有するビルの有効容積率割合

により、各地権者負担が決められています。 

道路内に商業店舗を設置している数少ない事例であり、行政が施行する土地区画整理

事業に合わせた地域の街づくりへの積極的な取組みが道路空間の有効活用につながって

います。 

表 1-27 汐留地区土地区画整理事業の整備概要 

事業名称 東京都都市計画事業土地区画整理事業 

施工者 東京都 

施行地区 港区東新橋一丁目、二丁目、浜松町一丁目及び湾岸一丁目の各一部 

施行面積 約 30.7ha 

施工期間 平成 6 年度から平成 23 年度 

事業費 約 1,463 億円 

減歩率 42.3%（公共：30.5%、保留地：11.8%） 

整備される

主な公共施

設 

■都市計画道路 

・環状 2 号線  幅員 40m、延長 400m 

・補助 313 号線 幅員 40m、延長 1,067m 

・港区街 2 号線 幅員 25m、延長 119m 

・港区街 3 号線 幅員 40m、延長 159m 

・港区街 4 号線 幅員 18m、延長 138m 

・港区街 5 号線 幅員 16m、延長 288m 

■交通広場：面積 2,522 ㎡ 

■公園：2 箇所、面積 4,641 ㎡ 

■区画道路：幅員 6～16m、延長長 1,703m 

資料：東京都 HP 
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表 1-28 汐留シオサイトの維持管理費用 

区分 ランニングコスト 備考 

公共 1 億円/年 － 

民間 地権者負担 1 億円/年 － 

法人収益事業収入 1 億円/年 地下歩道利便施設収入、広告収入 

合計 3 億円/年 － 

 

 

図 1-78 歩行者空間の関係図（汐留地区） 

資料：官民の連携による歩行者空間整備事例集（（財）道路空間高度化機構） 

 

 

２）高松丸亀町商店街における取組み 

高松丸亀町商店街は、高松築城に起源を持つ約 400 年の歴史を持つ商店街であり、長

く高松市を代表する商店街として栄えてきました。昭和 63 年の丸亀町生誕 400 年祭にお

いて、500 年祭を目指して 100 年持つまちづくりが提唱され、これを契機として青年会

を中心として再開発の検討が始まりました。この成果が、平成 2 年度に高松丸亀町商店

街再開発計画として取りまとめられ、以降、地元を中心とする組織や高松市、高松商工

会議所など各レベルにおいて中心市街地・商店街の整備・再開発に向けた検討が行われ
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ました。平成 5 年度には A 街区の市街地再開発事業基本計画が策定され、同時に準備組

合が設立されました。その後、再開発及びまちづくりの手法、スキームなどに関する多

くの調査検討を同時並行的に行いつつ、地権者の合意形成、関係機関相互の調整などを

行い、平成 10 年度に高松丸亀町まちづくり会社（第三セクター）の設立、平成 13 年度

に A 街区市街地再開発事業の都市計画決定、平成 14 年度には A 街区の再開発組合の設

立と都市再生緊急整備地域指定が行われました。平成 15 年度には、地権者の共同出資に

よる高松丸亀町壱番街株式会社が設立され、翌平成 16 年度に権利変換計画の認可を経て

平成 17 年 1 月に工事着手され、平成 18 年 12 月に竣工・再開発ビル（高松丸亀町壱番街）

が竣工・オープンし、次いで平成 19 年 6 月に A 街区ドームが完成しました。 

A 街区の権利変換は、都市開発法 110 条の全員同意型を採用しており、従前土地所有

の形態を維持したまま保留床の商業床を取得した権利者等による共同出資会社である高

松丸亀町一番館街㈱や住宅取得者等の建物所有者が、土地所有者と 62 年間の定期借地契

約を締結することで土地代を顕在化させていない事業手法としています。 

A 街区の再開発事業では、壱番街の事業採算性を重点的に議論し、転出者を極力なくし

た定期借地による安価な保留床価格とすることで、テナントは比較的低額な家賃で安定

した収入確保が可能となりました。 

また、権利者に支払われる商業床の家賃と土地の借地料は全店舗の売上げに比例し、

テナントとして出店している権利者はもちろん土地所有者の収入も売上げの善し悪しで

増減するシステムとしており、権利者も応分のリスクを負う、言い換えれば権利者も事

業に参加する運営スキームとなっています。 

また、平成 18 年度からは、中小企業庁による戦略的中心市街地商業等活性化支援事業

費補助金を活用しています。高松丸亀町壱番街株式会社、高松丸亀町商店街振興組合、

高松丸亀町まちづくり会社を補助事業者とし、高松丸亀町商店街壱番街～参番街に対し、

戦略補助金額約 29 億 600 万円（総事業費：約 80 億 5,100 万円、補助率２／３）の支援

がされました。 

このように、高松丸亀町商店街では、再開発事業だけでなく、複数の事業や補助など

の支援方策活用し、中心市街地のにぎわい創出に貢献する地域活性化が図られています。 
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歩行者空間

カラー舗装

三町ドーム広場

 

図 1-79 高松丸亀町商店街 A 街区第一種市街地再開発事業配置図 

資料：国土交通省より HIDO 改 

 

３）松山中央商店街における取組み 

松山中央商店街は、松山市の中心部に位置し、東西に伸びる銀天街と南北に伸びる大

街道は 4 つの商店街振興組合（銀天街商店街振興組合、銀天街第一商店街振興組合、大

街道中央商店街振興組合、大街道商店街振興組）で構成されています。4 つの組合をトー

タルにマネジメントし、中心市街地の魅力の向上と活性化に資するまちづくり活動や商

店街振興事業を一体的、かつ、自立的に運営できる組織の形成を目的に、株式会社まち

づくり松山は平成 17 年 7 月に設立されました。 

当該商店街は、昭和 40 年代を中心に、大いに繁盛し、商店街振興組合の財源も豊かで

あったため、各組合が独自に活性化に向けた様々な取組みを行っていました。しかし、

松山市の中心部からの人口流出や郊外店の進出、平成 10 年、11 年に松山市の中心部の 2

つの大型店の相次ぐ撤退などによって、中心市街地の衰退が表面化してきました。この

頃から各組合個々の活動では限界があり、4 つの組合が連携して取組みを行う必要性につ

いて認識が広がっていきました。平成 14 年～16 年に、「経済産業省の商店街マネジメン

ト推進実験」の対象に選定されたことを契機に、4 つの組合が連携して活性化に向けた新

たな取組みが行われました。まず 4 つの組合の連合会組織として「連合会事務局」を設

置し、タウンマネージャーが事務局長を兼務することとなりました。また、平成 15 年度

頃からは、改正中心市街地活性化法（新法）への対応としてまちづくりの実行組織の立

上げについて勉強会の開催を経て、4 つの組合の連合運営組織により、道路内にステージ
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を設置してライブを行うといったイベントも「実験」として実施されました。このよう

な取組みを通じて、組合理事会関係者の間にも、単独ではうまくいかない行政や他の関

係機関との連携も、共同の取組では可能になることがある点が理解され、徐々に共通組

織の必要性に関する認識が共有化されていきました。平成 17 年 1 月から、4 つの組合の

出資による株式会社組織設立の検討を開始し、同年 7 月に 4 つの組合をトータルにマネ

ジメントする組織として、中央商店街 4 振興組合、地元 3 金融機関、私鉄 1 事業者、松

山市、松山商工会議所の出資により、株式会社まちづくり松山が設立されました。 

 

 
図 1-80 株式会社まちづくり松山の資本金及び収支について 

資料：国土交通省 HP 

 

①収益事業（全体）について 

平成 20 年の主な売上げは、駐車券の売上高が約 7,870 万円と最も大きく、映像・広告

事業は合わせて約 6,630 万円（映像関係は約 4,070 万円、ポスターなどによる広告関係

は 2,560 万円）、市営駐車場の指定管理事業が約 5,310 万円となっており、当期純利益は

約 42 万円でした。利益性を考慮すると、市営駐車場の指定管理事業は収益事業として有

効性が高かったものの、平成 18 年度から実施してきた指定管理の受託も平成 21 年 3 月

で契約期間が満了し、続く委託契約を落札に至らなかったため、駐車場管理事業は終了

することとなりました。このことは、平成 21 年の収益の大きな打撃となり、1,000 万円

規模の赤字を計上する要因となりました。赤字となった主な理由は、収入の大幅な減少

に対して、人件費等の固定費の削減ができなかったためとされていますが、人件費圧縮

は、人員の削減へつながるため、事務局機能の大幅な低下が懸念されています。 

 

②映像・広告事業について 

広告事業は、映像装置を媒体とする事業とポスターや看板等による事業から構成され

ています。映像装置は、大型ビジョンを 2 基（伊予鉄松山市駅前と大街道駅前）と、ア

ーケード内ビジョンを 23 基、空港や道後温泉など市内の観光名所等 13 ヶ所にインフォ

メーションビジョンを設置されています。 
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松山市駅前にある銀天商店街振興組合では、駅前に以前から大型ビジョン（ギャラク

シービジョン）を設置して広告事業を行っていました。その後、4 つの振興組合が連携し

て 2 つの商店街全体で広告事業を展開すれば、より有効性が高いのではないかという発

想から、平成 16 年 9 月、松山市中心市街地活性化基本計画（旧法）の事業計画に基づき

広告事業が検討されることとなりました。平成 17 年 5 月からは、松山市と「屋外広告物」

「道路管理」に関する条例見直しについて協議・検討を開始するとともに、同年 6 月に

経産省の「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業」に採択され、平成 18 年 4 月から広

告事業が開始されました。 

また、銀天商店街振興組合が実施していたギャラクシービジョンによる広告事業は、

株式会社まちづくり松山に移管されました。 

 

図 1-81 ストリートビジョンの概要 

大型ビジョン 松山市駅前（ギャラクシービジョン）：283 インチ 

大街道駅前：243 インチ 

アーケード内ビジョン 銀天街  ・100 インチスクリーン：12 台 

・120 インチスクリーン：1 台 

大街道  ・65 インチプラズマディスプレイ：10 台 

放映時間 8:00～22:00 

 

 
図 1-82 商店街周辺位置図 

資料：まちづくり会社等による収益事業の実践ヒント集（国土交通省） 
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図 1-83 インフォメーションビジョンの設置個所 

資料：まちづくり会社等による収益事業の実践ヒント集（国土交通省） 

 

図 1-84 ポスター広告の概要 

場所 商店街各店舗の「店名表示電飾看板」の下に両面掲出 

掲出機関 最長 3 週間単位 

イメージ 

 

資料：まちづくり会社等による収益事業の実践ヒント集（国土交通省） 

 

図 1-85 横断看板広告の概要 

サイズ 大街道：最大 1.5m×5m 

銀天街：0.9m×3.6m 

掲出機関 1 ヶ月、1 年 

イメージ 

 

資料：まちづくり会社等による収益事業の実践ヒント集（国土交通省） 
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表 1-29 事業の経緯 

H14 年 4 月 経産省「商店街マネジメント推進事業」実施（平成 16 年までの 3 年間） 

H16 年 9 月 松山市中心市街地活性化基本計画（旧法）の事業計画に基づく情報発信施設の設置に

ついて検討開始 

H17 年 5 月 松山市と「屋外広告物」「道路管理」に関する条例見直しについて協議・検討開始 

6 月 経産省「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業」に採択される 

7 月 会社設立 

H18 年 3 月 松山市と「広告物管理協定」「道路管理協定」を締結 

4 月 広告事業開始 

 

③事業の仕組み、スキーム 

道路空間での広告事業実施にあたり、平成 18 年 3 月に松山市と株式会社まちづくり松

山は、商店街（市道）の管理、屋外広告物の表示・管理等に関する包括的な協定として、

「松山市中心市街地活性化事業連携協定」を締結しました。具体的な内容については、「道

路管理協定」と「中央商店街広告物活用地区協定」を締結しています。道路管理協定は、

株式会社まちづくり松山の負担により商店街の舗装や街路樹等の管理を行うことと、毎

年「道路占用年間計画書」を作成し、松山市と協議の上、一括して占用許可申請するこ

ととなっています。また、広告物活用地区協定は、屋外広告物条例に対応した措置であ

り、中央商店街を広告物活用モデル地区として指定し、株式会社まちづくり松山が広告

物（ストリートビジョンなど）を設置・管理するとともに、違反広告に対する取締りや

指導を行うこととなっています。 

ストリートビジョンのうち、松山市駅前のギャラクシービジョンは、銀天街商店街振

興組合から賃借しています。また、大街道駅前の大型ビジョンは株式会社まちづくり松

山の所有物ですが、建物所有者に壁面使用料を支払い設置しており、広告主への営業活

動は、地元の広告代理店に業務委託しています。公共団体など一部については、株式会

社まちづくり松山が直接営業を行っています。広告料は、広告代理店の他都市での経験

や、これまでのギャラクシービジョンでの実績をもとに設定し、商店街の組合員には通

常の 1／4 程度の料金としています。 

広告の制作・編集は、地元の広告制作会社に業務委託しています。ストリートビジョ

ンへの広告の放映・発信については、地元のケーブルテレビと業務提携し実施していま

す。放映内容は、大きくコマーシャル番組（有料部分）とニュースや官公庁の広報など

の情報番組（無料部分）の 2 つに分かれています。それぞれ 5 分にパッケージし、60 分

の間にその両者を織り交ぜながら放映しています。 
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図 1-86 事業スキーム 

資料：まちづくり会社等による収益事業の実践ヒント集（国土交通省） 

 

④初期投資の資金調達方法 

初期投資の資金調達にあたっては、経産省の「戦略的中心市街地商業等活性化支援事

業」の補助金を活用するとともに、金融機関から約 9 億円融資を受けました。金融機関

の協力もあり、事業シミュレーションを相当行うとともに、行政から補助を受けること

から無担保で融資を得ています。 

 

表 1-30 株式会社まちづくり松山 

組
織
概
要 

団体名称 株式会社まちづくり松山  

所在地 愛媛県松山市大街道1丁目3番地1いよぎん南ビル  

設立年月日 2005 年 7 月 1 日 

資本金・出資者 21.4百万円 

中央商店街4振興組合、地元3金融機関、私鉄1事業者、松山市、松山

商工会議所  

維
持
管
理
の
概
要 

目的 ・中心市街地商店街アーケード内道路環境を良好に維持 

・道路空間活用ビジネス収益を公益事業に還元 

・来街者への快適環境の保持・その他  

契約書等 松山市中心市街地活性化連携協定に基づく道路管理協定書  

維持管理費 100万円/年 
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４）エリアマネジメント手法の活用 

エリアマネジメントは、住民・事業主・地権者等による自主的な取組みとされています

が、公物管理を前提とする場合、維持管理費や活動資金等への支援が必要です。そこで、

既に行われている手法を参考に支援方策を検討しました。 

 

（i）土地区画整理事業等の活用 

汐留シオサイトは、東京都の土地区画整理事業により整備がされ、民間事業者の敷

地と基本コンセプトやエリア・デザインなどの統一化が図られるとともに、地下通路

空間や壁面空間が整備されました。地下通路空間には商業店舗、壁面空間には広告掲

示スペースがあり、東京都による占用許可により賃料や広告料収入を得て、維持管理

費用に充てられています。このように、土地区画整理事業等を活用してまちづくりが

される際に、維持管理費用を賄うことのできるような環境を整えることが支援となっ

ています。 

 

（ii）補助金の活用手法の PR 

高松丸亀町商店街では、第三セクターである高松丸亀町まちづくり会社を設立し、

平成 18 年度から、中小企業庁による「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助

金」を活用したまちづくりが行われています。また、再開発事業を活用し、歩行者空

間の創出を図るなど、積極的に複数の事業や補助などの支援方策活用し、中心市街地

のにぎわい創出に貢献する地域活性化が図られています。このことから、補助金等の

活用事例等を積極的に公開することが、今後エリアマネジメントの拡大への支援につ

ながります。 

また、松山商店街では、松山市などからの出資を得て株式会社まちづくり松山とい

う組織が設立されました。映像・広告事業の収益等によって維持管理がされています。

この初期投資の資金調達にあたっては、経産省の「戦略的中心市街地商業等活性化支

援事業」の補助金を活用することで、金融機関から無担保で約 9 億円融資を受けてい

ます。この信用保証は、補助金の活用によるものであることから、直接資金を補助で

きない部分にも支援の効果が働いています。 

 

（iii）指定管理者制度の活用 

松山商店街の維持管理を行っている株式会社まちづくり松山では、指定管理者制度

を活用し、駐車場の運営を行い収益事業としていました。このように、運営資金の一

部となるような事業として指定管理者制度を活用し、その運営費に当てるという手法

もあります。このことから、エリアマネジメントを行う範囲内で、指定管理者制度を

活用した事業が実施できれば支援となりえます。 
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（iv）道路占用制度の活用 

松山商店街では、株式会社まちづくり松山が道路空間で広告事業を実施し、商店街

（市道）の管理などを行っています。このように、道路占用許可が支援となることか

ら、道路管理上の支障がない部分については、道路占用を認めることが支援へとつな

がります。 

 

(４) 地域の有する観光資源の活用 

１）日本風景街道 

これまでの日本の道路は、単にモノ・人を運ぶ機能を有する“道具”として整備が進め

られ、美しさ・景観・味わい等のニーズは優先されてきませんでした。その一方で、近年、

景観向上や地域主体の道空間づくりを支えるための法制度の整備や社会貢献に対する意識

の高まりから、住民の積極的参加のもと、道路に対する多様なニーズに対応するための様々

な取組が進められているところです。このような、地域が主体となった動きを一層進める

ために、新たな社会サービスとして、自然、歴史、文化、風景などをテーマとして、美し

い地域と道空間づくりの支援を通じて「訪れる人」と「迎える地域」の豊かな交流による

地域コミュニティの再生を目指した日本風景街道（シーニック・バイウェイ・ジャパン）

の検討が行われています。 

風景街道関東地方協議会

① 浅間・白根・志賀さわやか街道

② 千曲川・花の里山風景街道

③ 江戸・東京・みらい街道

④ 『東京・迎賓地区』

⑤ ルート２９９北八ヶ岳しらかば街道

⑥ 千変万化の筑波山「まち」「さと」周遊ルート

⑦ 時空から天空への道 日光街道

⑧ 秩父路ルネッサンス

⑨ 日本風景街道２９８三郷

⑩ 浅間ロングトレイル

⑪ 甲州夢街道（八王子・相模湖・藤野エリア）

⑫ 南房総・花海街道

⑬ 八ヶ岳南麓風景街道

⑭ 東海道 風景街道

⑮ 歴史街道「ぶらり大磯」（Slow Life in OISO）

⑯ ロングビーチ 癒しの九十九里街道

シーニックバイウェイ
北海道推進協議会

① 支笏洞爺ニセコルート

② 大雪・富良野ルート

③ 東オホーツクシーニックバイウェイ

④ 宗谷シーニックバイウェイ

⑤ 釧路湿原・阿寒・摩周シーニックバイウェイ

⑥ 函館・大沼・噴火湾ルート

⑦ 萌える天北オロロンルート

⑧ 十勝シーニックバイウェイ～十勝平野・山麓ルート

⑨ 十勝シーニックバイウェイ～トカプチ雄大空間

⑩ 十勝シーニックバイウェイ～南十勝夢街道

⑪ 札幌シーニックバイウェイ～藻岩山麓・定山渓ルート

北陸風景街道協議会

① 日本海パークライン

② 北アルプス大展望・最長最古の塩の道ルート

③ 金沢城下 野町・弥生誘い街道

④ 奥能登絶景海道

⑤ 良寛も歩いた弥彦浪漫の道

⑥ 日本の原風景

「枝垂れ桜の咲く里への回り道」

⑦ 飛越交流ぶり・ノーベル出世街道

⑧ よりみち街道『中越』

⑨ 越後妻有里山回廊

⑩ 佐渡國しま海道

⑪ 白山眺望街道

中国地方風景街道協議会

① Ｒ１８５さざなみ海道

② 歴史街道「萩往還」

③ 人間文化の原風景

～ご縁をつなぐ神仏の通ひ路～

④ 本州最西端の道「風波のクロスロード」

⑤ しまなみ風景街道

⑥ 大山遠望歴史の道

⑦ 風待ち海道 ～隠岐まるごとミュージアム～

九州風景街道推進会議

① 日南海岸きらめきライン

② 日豊海岸シーニック・バイウェイ

（蒲江・北浦大漁海道）

③ ながさきサンセットロード

～橋でつながる教会と歴史の道～

④ 北九州おもてなしの“ゆっくりかいどう”

⑤ ちょっとよりみち 唐津街道むなかた

⑥ かごしま風景街道

⑦ 玄界灘風景街道

⑧ 九州横断の道 やまなみハイウェイ

⑨ 九州横断の道 阿蘇くまもと路

⑩ 「豊の国歴史ロマン街道」

－小倉・足立山から宇佐の森へ－

沖縄地方風景街道協議会

① 琉球歴史ロマン街道「宿道」

② やんばる風景花街道

四国風景街道協議会

① いやし・もてなし神山街道

② むれ源平石あかりロード

③ 源平ロマン街道

④ 南いよ風景かいどう

⑤ 土居廓中

⑥ 四万十かいどう

⑦ 光まわり回廊～阿南～

⑧ 美馬市まほろば夢街道

⑨ 砥部陶街道

⑩ 土佐のまほろば風景街道

⑪ 三好市秘境ロマン街道

②
⑤

③

④

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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①
②

③
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⑥
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⑬
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⑯
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風景街道中部地方協議会

① 日本風景街道「伊勢熊野みち」

② ぐるり・富士山風景街道

③ 二つのアルプスに抱かれた

「信州伊那アルプス街道」

④ 新しさからなつかしさ塩の道

～中馬街道～

⑤ こころのふるさと

“木曽路”中山道

⑥ 渥美半島菜の花浪漫街道

⑦ 信州みのわ花街道

⑧ 古道ロマン「東山道」

⑨ “なごみの伊豆 なごみの道”

風景街道

⑩ 浜名湖サイクリングロード

⑪ 美濃白川 四季彩街道

⑫ 民俗芸能と南北朝歴史浪漫のみち

「秋葉街道」

⑬ 南信州パノラマ街道

⑭ きらり三橋志摩ゆうやけパール街道

⑮ 東海道「駿河２峠６宿風景街道」

⑯ 信州遠山郷

「天に至る まつり古道」

⑰ 大井川流域

「南アルプスへの道・お茶の道」

⑱ 「合掌・さくら」飛越街道

～世界遺産をめぐる道～

⑲ 飛騨高山風景街道

⑳ 下呂湯めぐり街道

① 日本風景街道「伊勢熊野みち」

② ぐるり・富士山風景街道

③ 二つのアルプスに抱かれた

「信州伊那アルプス街道」

④ 新しさからなつかしさ塩の道

～中馬街道～

⑤ こころのふるさと

“木曽路”中山道

⑥ 渥美半島菜の花浪漫街道

⑦ 信州みのわ花街道

⑧ 古道ロマン「東山道」

⑨ “なごみの伊豆 なごみの道”

風景街道

⑩ 浜名湖サイクリングロード

⑪ 美濃白川 四季彩街道

⑫ 民俗芸能と南北朝歴史浪漫のみち

「秋葉街道」

⑬ 南信州パノラマ街道

⑭ きらり三橋志摩ゆうやけパール街道

⑮ 東海道「駿河２峠６宿風景街道」

⑯ 信州遠山郷

「天に至る まつり古道」

⑰ 大井川流域

「南アルプスへの道・お茶の道」

⑱ 「合掌・さくら」飛越街道

～世界遺産をめぐる道～

⑲ 飛騨高山風景街道

⑳ 下呂湯めぐり街道

⑲

⑳

東北風景街道協議会

① のしろ白神の道

② ふくしま浜街道

ハッピーロード

③ みちのくおとぎ街道

④ 菅江真澄と巡るあきたの道

⑤ 桑折宿まちなか街道

⑥ 忘れられた道造りの歴史と

絶景を「江戸の旅日記から

感じる道」

⑦ 鹽竈海道

⑧ 奥州街道 温故知新の道

⑨ 青森エントランスロード

⑩ 巣子の松街道

⑪ 出羽の古道 六十里越街道

⑫ 城下町あいづ道草街道

⑬ 広瀬川せせらぎ緑道

⑭ 弘前まちなか散歩街道

⑮ 越後米沢街道・十三峠

⑯ 釜石「鉄のみち」

⑰ 十和田奥入瀬浪漫街道

⑱ 奥州街道と縄文のみち

⑲ 黄花紅の東むつ湾ルート

近畿風景街道協議会

① 日本文化のクロスロード

（横大路・下ツ道）

② 新世紀くらわんかストリート

③ 丹後半島「古代ロマン街道」

④ 日本風景街道 熊野

⑤ 日本風景街道伊勢街道

⑥ 御所まち近世景観街道

～近世物流の要所～

⑦ 中之島・大川・御堂筋回廊

⑧ 若狭熊川・鯖街道

⑨ 琵琶湖さざなみ街道・中山道

⑩ たんぱ三街道

⑪ 愛宕街道（京都鳥居本）

⑫ 悠久の竹内街道

⑬ 三国湊のまち・海・緑・

そしてひとを結ぶみち

⑭ 但馬漁火ライン

⑮ 日本風景街道まほろば

⑯ 日本風景街道

～難波宮と大阪・熊野街道～

⑰ 美山かやぶき由良里街道

⑱ ふくいやまぎわ天下一街道

⑲ 西の鯖街道

 

図 1-87 日本風景街道全登録ルート（平成 23 年 2 月時点） 

資料：国土交通省 HP 
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（i）取組み概要について 

我が国の国土は、「雪、月、花」という言葉に代表される変化に富む四季や美しい自

然に恵まれ、その中で、自然、景観、食文化などの地方独自の風土にまつわる多様な

地域文化が培われ、我が国特有の国土文化が形成されてきました。しかし、戦後、我

が国は高度経済成長を経て経済大国へと大きく飛躍しましたが、都市部を中心に積極

的な投資が行われる一方で、投資効果の小さい地方部では、過疎化や高齢化、地域経

済の疲弊化、地域コミュニティの崩壊などが懸念されています。このような中、近年、

ゆとりや安らぎ、心の豊かさを求める意識や、美しい自然、景観や文化芸術、歴史、

穏やかな人々の営み等への国民的な関心が高まっています。また、市民意識の高まり、

価値観の多様化等により、従来行政が担ってきた範囲にとどまらない「公」の役割を、

地域住民、NPO、企業等が担うなど、協働の動きが各地で広がってきています。これ

らを踏まえ、地域での取組を応援していくことが、日本風景街道の理念としてあげら

れています。 

また、日本風景街道の目的は、郷土愛を育み、日本列島の魅力・美しさを発見、創

出するとともに、多様な主体による協働のもと、景観、自然、歴史、文化等の地域資

源を活かした国民的な原風景を創成する運動を促し、以って、地域活性化、観光振興

に寄与することにあります。また、日本風景街道を国民的な運動にまで拡げるために、

この運動に参加する全ての主体が取組むべき運動方針として、『全国に運動を拡げるこ

と』、『多様性を確保すること』、『さらなる質の向上を図ること』、『継続的な運動とす

ること』の 4 つを掲げています。 

日本風景街道は、平成 19 年 9 月 10 日の「登録」の開始以来、平成 25 年 3 月 27 日

現在、北は北海道から南は沖縄まで、日本全国で合計 130 ルートの登録があります。

登録の枠組みは、地域活動を実施する多様な主体の集合体である「風景街道パートナ

ーシップ」が各地方ブロックに設置された「風景街道協議会」に登録申請を行い、風

景街道として登録されると、「風景街道協議会」から活動支援を受けることができると

いうものですが、地域住民、NPO など、地域のリーダーによって主導され、地域活性

化に向けた活動が展開されています。パートナーシップは、風景街道毎に設置され、

活動を実施する組織であり、地域住民、NPO、町内会・自治会、企業、大学関係者、

警察、市町村などの地方公共団体等の「活動に応じて必要な組織」と「道路の管理者」

で構成される組織のことです。「道路の管理者」には、「中心となる道路」の道路管理

者が構成員として必要となります。なお、「中心となる道路」とは、風景街道の骨格を

なす道路であり、必ずしも道路法上の道路である必要はありません。ただし、「中心と

なる道路」が道路法上の道路でない場合、交差する道路の道路管理者となります。 
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風景街道地方協議会 

風景街道地方協議会の活

動に貢献する意志と能力

を有する企業や団体等 

都道府県・政令市

地方整備局等

  

登録 
申請 

活動 
支援 

登
録
申
請 

活
動
支
援 

登録 
申請 

活動 
支援 

風景街道 

パートナーシップ 

風景街道 

パートナーシップ 

 

風景街道パートナーシップ 

 

道路の管理者 

活動に応じて必要な組織 

地方公共団体 
（市町村等） 

企業 

地域住民 

町内会・自治会 

警察 

大学関係者 

ＮＰＯ 

その他 

※地方ブロック毎に設置 

※「風景街道」毎に設置 

 
図 1-88 日本風景街道の概要 

資料：国土交通省 HP 

 

（ii）活動事例について 

日本風景街道パートナーシップによる活動は多岐に渡りますが、大きく分類すると、

「調査研究・計画の策定」、「人材育成」、「連携促進・交流促進」、「収益事業、イベン

ト企画・実施」、「情報発信、PR」などのソフト的事業と、「景観形成」、「施設整備」な

どのハード的事業に分けることができます。 

 

①ソフト的事業事例（調査研究・計画の策定） 

中国ブロックの「Ｒ185 さざなみ海道」では、平成 20 年度には、日本風景街道に登録

されていることの周知や、地域の美しさを再認識してもらうための道標(案内看板)設置検

討ワークショップが開催されました。今ある周辺の観光地域資源を今後の活動に反映さ

せるための現地調査及び町内外の人を対象とし、R185 の愛称沿線の好きな場所等のアン

ケート調査を実施しました。調査結果は、平成 21 年度の活動につなげていくこととされ

ました。 
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図 1-89 Ｒ185 さざなみ海道（道標設置検討会議） 

資料：東北地方整備局 HP 

 

②ハード的事業事例（景観形成） 

九州ブロックの「かごしま風景街道」では、国道 226 号にある指宿市街地への入口で

ある大園原交差点に、十数社の看板が無秩序に設置され景観を著しく阻害していたため、

「魅力ある指宿まちづくり協議会」を中心に、看板撤去の具体策について県・市との協

議が行われました。その後、官民一体となり撤去作業等が進められ、指宿市の玄関口に

ふさわしい景観整備事業が行われました（平成 18 年度実施）。 

 

 

図 1-90 かごしま風景街道（看板撤去事業） 

資料：東北地方整備局 HP 
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（iii）活動資金の調達事例について 

日本風景街道パートナーシップでは、助成金、補助金制度等を活用して活動に必要

な資金を調達している事例があり、国土交通省以外での官庁、地方公共団体や法人等

による制度等の活用事例も見受けられます。 

 

表 1-31 活動資金の調達事例 

助成金、補助金制度等 ルート名称 区分 
「観光資源活用トータルプラン」 
“来て見て良かった！また来る

よ！” 

のしろ白神の道 
民間企業等の支援制度

活用  
 

ふくいやまぎわ天下一街

道  
セブン-イレブンみどりの基金 『東京・迎賓地区』 

国頭村各種団体育成補助金 
琉球歴史ロマン街道「宿

道」 地方公共団体等の支援

制度活用 特定地場産業ブランド確立支援事

業 
むれ源平石あかりロード 

「ＳＣＥＮＥ」カード 
シーニックバイウェイ北

海道 
指定ルート 

クレジットカードとの

提携 

隠岐ジオパークＷＡＯＮ 
風待ち海道 
～隠岐まるごとミュージ

アム～ 
電子マネーとの提携 

間伐材の出荷 
日本の原風景 
｢枝垂れ桜の咲く里への回

り道｣ 
林業との連携 

フォトコンテスト入賞作品を用い

たオリジナル商品の開発・販売  
奥能登絶景海道 

オリジナル商品の開

発・販売 

塩の道ルートマップ 
北アルプス大展望・最長最

古の塩の道ルート  
広告料収入による印刷

物作成 

道路植栽帯管理システム社会実験 

ながさきサンセットロー

ド 
～橋でつながる教会と歴

史の道～ 

社会実験の活用 

資料：東北地方整備局 HP 
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図 1-91 のしろ白神の道 

資料：東北地方整備局 HP 

 

（iv）今後の支援方策について 

日本風景街道の構成組織であるパートナーシップには、「道路の管理者」が含まれて

いることが条件となっています。また、国土交通省で推進している取組みであること

から、活動に関する一定の補助金や助成金等の支援は受けられていることと思います。

また、民間企業や地方公共団体等の支援制度の活用もされています。このため、活用

できる支援制度を適切に情報発信していくことが求められます。 

一方、ハード整備が必要である場合などには、既存の支援で対応が困難な場合も想

定できます。これらの場合には、融資や出資といった手法が有効であると思われます

が、契約を締結できる組織となっていないパートナーシップもあることから、組織を

形成していく支援も必要であると考えます。 

 

２）観光資源活用トータルプラン 

財団法人高速道路交流推進財団（現：一般財団法人国土計画協会）では、平成 18 年度か

ら平成 24 年度まで「観光資源活用トータルプラン」“来て見て良かった!また来るよ!”を募

集していました（第 7 回まで）。この事業は、「広域的に点在している観光資源を磨き上げ、

それらを結合することで、地域の魅力を向上させ、その地域ならではの誇りや文化などを

発信し、観光客の増加につながる実施可能なプラン」を、地域振興に取り組んでいる観光
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協会、NPO 法人の他、商工会議所等から広く募集を行い、有識者等で構成される選考委員

による一次審査及び二次審査を経たうえで優秀な団体を表彰し、プランの実現を絶対条件

に、最優秀賞に最高 3,000 万円、優秀賞に最高 1,000 万円を『計画実施支援金』として財

団が支援するものです。 

現在は、一般財団法人国土計画協会により、高速道路の利用を通じた地域交流の推進を

図る観点から、高速道路及び高速道路の SA、PA、IC、スマート IC 等を活用した地域との

連携推進に関する取り組み、及び高速道路の利用者の利便増進に関する取り組みに対し一

定の支援を行うため公益的団体等が主体となって実施する実現可能なプランを募集してい

ます（募集期間：平成 25 年 8 月 1 日（木）～平成 25 年 10 月 31 日（木）必着）。 

 

（i）受賞団体への支援事例について 

第 1 回の選考により、社団法人長崎県観光連盟による「新しい文化の創造「ながさ

き巡礼」の創設に向けてというプランが、最優秀賞となりました。最優秀賞には、最

高 3,000 万円の範囲内で、この計画の実施に必要な活動費等が支援されました。 

プラン内容は、教会群とキリシタン文化の「面的」なネットワークにより新たな長

崎文化の象徴となる『ながさき巡礼』の創設を検討することとし、長崎大司教区、教

会、信者、巡礼者、地域の行政、地域住民の連携・協力体制の構築しようというもの

です。対象エリアは、壱岐・対馬を除く県域全体（一辺 100km の正三角形）を想定し

ており、西九州自動車道（佐世保 IC ほか）、長崎自動車道（長崎 IC ほか）の利用が想

定されます。 

■長崎県観光連盟の具体策（例） 

 長崎大司教区との協働による『巡礼地』の選定と巡礼の道づくり 

 巡礼の手引きづくりと公認ガイドの育成 

 巡礼ルート案内板・教会案内板等の設置 

 多様な PR 活動の実施（イベント、メディア、サービスエリア活用） 

 『ながさき巡礼全図（マップ）』等の作成による情報発信 

 情報発信センターの設立 

 『ながさき巡礼』を活用した連携事業・誘客活動 

 広域・民間団体との連携（九州観光推進機構や県内各観光協会や民間団体と

の連携・協働による事業実施） 

 旅行会社との連携（「ながさき巡礼」講座の開催、モニターツアーの実施、ツ

アーの共同開発など 
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図 1-92 新しい文化の創造「ながさき巡礼」の創設に向けて 

資料：高速道路交流推進財団 HP 

 

（ii）今後の支援方策について 

財団法人高速道路交流推進財団（現：一般財団法人国土計画協会）における取組み

は、地域活性化の起爆剤となるべく、支援をしており、受賞プランに応じた計画実施

支援金の範囲内かつ実施後 3 年程度を目安に支援をするものです。取組みの継続等を

図ることが必要な場合も想定されることから、当該支援終了後にも活用することがで

きる支援制度等が必要であると思われます。また、当該支援制度を多くの団体が有効

に活用できるよう積極的な情報提供が必要であると思われます。 
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表 1-32 地域の魅力を向上させる地域活性化方策に関する支援方策（案）イメージ① 

分類 支援対象 参考事例 既存支援 地域活性化などの効果 

支援方策（案）イメージ 

規制緩

和等 

補助金

（軽度）、

助成金

出資
低利

融資 
信用保

証支援 
その他 

高速道路本

体の活用 

スマート IC 整備 

・遠州豊田 
スマート IC 

 
・亀山 PA 

スマート IC 

・地方公共団体による連結道路

の整備 
・高速道路会社によるスマート IC

整備 
・地域再生計画の活用 

（土地区画整理事業） 

・企業誘致の優位性の向上 
（雇用の創出） 
・地方税収入額の増加 
（財政力強化） 
・工業団地への企業進出 
（雇用の創出） 
・固定資産税の増加 
（財政力強化） 

○  ○ ○ ○ ・地区協議会の活用 

地域と高速道路会

社による観光 PR 

・ドライブマップの作成・配布 
・企画割引の実施 
・地方公共団体・高速道路会社との包括的業務提携 
・SA/PA を活用した広報活動の実現 

・観光産業の振興      

・包括的連携協定の締結 
・企画割引等の実施 
・高速道路料金の料金引下げ、各種割引

施策について 
・ドライブマップ、観光ガイドブック等の製

作・配布 

休 憩 施 設 の

活用 

道の駅事業 

・道の駅 
「針テラス」 
「日和佐」 
「いぶすき」 

・土地購入、造成等 
（国、地方公共団体） 

・駐車場整備 
・PFI 事業の活用 
・出資（地方公共団体） 
・指定管理者制度の活用 
・公園整備（国、地方公共団体） 

・地域産業の活性化 
・雇用の創出 

  ○ ○ ○ 
※新規事業への支援方策 
・道の駅環境基盤（駐車場）整備支援 
・公園事業との一体整備支援 

   ○ ○ 
※既存施設への支援方策 
・指定管理者制度の活用（運営支援） 
・PFI 事業の活用（運営支援） 

SA/PA 事業 
（拡充方策（案）） 

・高速道路上の SA/PA ・飲食物販・施設の賃貸 
・雇用の創出 
・高速道路利用者の利便性向上 

      

高速道路乗継シス

テム（案） 

［首都高］ 
・スマート PA（仮称） 
［阪高］ 
・路外パーキング 

・首都高、阪高での取組み 
・飲食物販・施設の賃貸 

・周辺商業施設における消費活動の活

性化 
・高速道路以外の駐車施設の利活用 
・雇用の創出 
・高速道路利用者の利便性向上 

   ○  ※低利融資は中小企業向けを想定 

  ○ ○ ○ ・駐車場整備に関する支援 
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表 1-33 地域の魅力を向上させる地域活性化方策に関する支援方策（案）イメージ② 

分類 支援対象 参考事例 既存支援 地域活性化などの効果 

支援方策（案）イメージ 

規制緩

和等 

補助金

（軽度）、

助成金

出資
低利融

資 
信用保

証支援 
その他 

民間事業者

による道路管

理 
エリアマネジメント 

・汐留シオサイト 

土地区画整理事業、・東京都・港

区、地権者からの維持管理費

用、地下歩道利便施設収入、広

告収入 

・グレードの高い公共インフラ整備 
・維持管理 

     

・土地区画整理事業等の活用 
・補助金の活用手法の PR 
・指定管理者制度の活用 
・道路占用制度の活用 

・高松丸亀町商店街 
高松市の協力のもと、株式会社

を設立、町営駐車場管理などの

事業収入 
・商店街の活力の維持      

・まちづくり松山 

まちづくり会社設立（松山市、商

工会議所が出資）、指定管理者

制度による駐車場運営等、道路

占用許可による広告モニターの

設置 

・商店街の活力の維持      

 
地 域 の 有 す

る 観 光 資 源

の活用 

日本風景街道 ・130ルート 
・地方公共団体の補助金、事業

の活用 
・社会実験の活用 

・観光産業の振興 
・美しい景観の形成による地域の魅力

向上 
 ○     

観光資源活用トー

タルプラン 

・（一社）長崎県観光連

盟 
《新しい文化の創造「な

がさき巡礼」の創設に向

けて》 

・計画実施支援金（最優秀賞：最

高3,000万円、優秀賞最高1,000
万円） 

・観光産業の振興  ○     

 


